
  

様式（文部科学省ガイドライン準拠版） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

自 己 評 価 報 告 書 
 

令和 4 年 5月 1 日現在 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本児童教育専門学校 
 

令和 4 年 6 月 1 日作成



ii 
 

目  次 
 

1 学校の理念、教育目標 ....................................................... １ 

2 本年度の重点目標と達成計画 ............................................. ２ 

3 評価項目別取組状況 ........................................................... ３ 

基準１ 教育理念・目的・育成人材像 ..................................... ４ 

1-1 理念・目的・育成人材像 ................................................................. ５ 

基準２ 学校運営 ................................................................... ７ 

2-2 運営方針 ........................................................................................... ８ 
2-3 事業計画 ........................................................................................... ９ 
2-4 運営組織 ........................................................................................１０ 
2-5 人事・給与制度 .............................................................................１２ 
2-6 意思決定システム .........................................................................１３ 
2-7 情報システム ................................................................................１４ 

基準３ 教育活動 ................................................................ １５ 

3-8 目標の設定 ....................................................................................１６ 
3-9 教育方法・評価等 .........................................................................１７ 
3-10 成績評価・単位認定等 ................................................................２１ 
3-11 資格・免許取得の指導体制 .........................................................２２ 
3-12 教員・教員組織 ...........................................................................２３ 

 

基準４ 学修成果 ................................................................ １５ 

4-13 就職率 ......................................................................................... ２６ 
4-14 資格・免許の取得率 ................................................................... ２７ 
4-15 卒業生の社会的評価 ................................................................... ２８ 

基準５ 学生支援 ................................................................ ２９ 

5-16 就職等進路 .................................................................................. ３０ 
5-17 中途退学への対応 ....................................................................... ３１ 
5-18 学生相談...................................................................................... ３２ 
5-19 学生生活...................................................................................... ３４ 
5-20 保護者との連携 ........................................................................... ３６ 
5-21 卒業生・社会人 ........................................................................... ３７ 

基準６ 教育環境 ................................................................ ３９ 

6-22 施設・設備等 .............................................................................. ４０ 
6-23 学外実習、インターンシップ等 ................................................. ４１ 
6-24 防災・安全管理 ........................................................................... ４４ 

基準７ 学生の募集と受入れ ............................................... ４６ 

7-25 学生募集活動 .............................................................................. ４８ 
7-26 入学選考...................................................................................... ５０ 
7-27 学納金 ......................................................................................... ５２ 

 
 
 
 



iii 
 

基準８ 財 務 ................................................................... ５３    

8-28 財務基盤 ......................................................................................５４ 
8-29 予算・収支計画 ...........................................................................５６ 
8-30 監査 .............................................................................................５７ 
8-31 財務情報の公開 ...........................................................................５８ 

基準９ 法令等の遵守 ......................................................... ５９ 

9-32 関係法令、設置基準等の遵守 .....................................................５８ 
9-33 個人情報保護 ..............................................................................５９ 
9-34 学校評価 ......................................................................................６０ 
9-35 教育情報の公開 ...........................................................................６２ 

基準１０ 社会貢献・地域貢献 ............................................ ６５ 

10-36 社会貢献・地域貢献 .................................................................６６ 
10-37 ボランティア活動 .....................................................................６８ 

4 令和２年度重点目標達成についての自己評価 ................... ６９ 

※評語の意味 

4 適切に対応している。課題の発見に積極的で今後さらに向上させるための意欲がある。 

3 ほぼ適切に対応しているが課題があり、改善方策への一層の取組みが期待される。 
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1 学校の理念、教育目標 
 

教育理念 教 育 目 標 

●人とのつながりをもち、かつ、物事を冷静にとらえ、思考、判断するこ

とができる（「温かい心と冷静な頭」Warm heart Cool head）保育者の育

成を通し、社会の宝である子どもの育ちと持続可能な社会の構築に貢献す

る。 

●保育や福祉の現場で必要とされる「保育士の基礎力＝6 つの力」を学生が身

につけることができるように支援する。（6 つの力とは①職業に対する理解②

社会人としての基本③他者とかかわる力④社会の動きに関心を持ち学び続け

る力⑤主体性/素直/思いやり⑥専門的知識・技術をいう。） 
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2 本年度の重点目標と達成計画 
令和３年度重点目標 達成計画・取組方法 

 
①教職員がすべての業務を「学生が 6 つの力を獲得できる」とい

う教育目標と照らし合わせ考え、議論し、改善する 
 
②役割の見える化＝教学マネジメント体制の整備・強化 
   
③中退抑止戦略 
④附帯教育の実施 
 

 
①本自己評価と学校関係者評価をしっかり実行することでおのずと議論の場

が生まれ、改善すると考える 
②以下を実施する 
■学校全体 
１）教育の質向上を目的とした教務体制の強化 

 ーシラバスの見直し、科目間連携に向けた検討（領域ごとに行っていた分

科会の役割を強化。カリキュラムツリーを非常勤を含めた講師への周知徹

底） 
２）デュアル教育に関するルーブリック評価の内容の延伸・ICT 化を本格

化（LMS との関連も含めて） 
３）認定絵本士の教育コンテンツの再確認と科目間連携検討 
■事務局   
１）学務グループを新設（学費や専門実践対応等） 
２）就職情報の可視化など、就職グループの将来を見据えた仕組み作り 
■教員組織 
１）教務部長補佐、広報担当教員を置き、教員と事務局のコミュニケーシ

ョンの活性化 
２）産学連携強化のため渉外担当教員の役割の明確化 
３）教員の授業外業務をⅰ産学連携Ⅱ広報Ⅲ教育方法・専門領域研究を明

確化し、実績を具体的に評価項目に入れる 
③以下を実施する 
１）「オフィスアワーの新設 
２）就職グループの積極的関与による学生との関係づくり 
３）職員の副担任制の検討 

④「見守る保育藤森メソッド園長研修・リスキリング研修」の実施 
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3 評価項目別取組 
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基準１ 教育理念・目的・育成人材像 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
令和 3 年度中には事務長の交代を機会に、令和 4

年に向けて学内の組織改編や重点課題の見直しを

行なった。これらを議論する中で教育理念や教育目

標について改めて考える機会ともなった。教職員

各々が本校の教育理念、教育目標を自身に問いなが

ら理解し実行する必要性を感じている。全体会、専

任講師会議、グループ長会議などで議論し共有して

いるが、まだまだ教職員全員に浸透しているとは言

えない。 

①各教職員の本年度の自己の業務の目標設定を教

育目標や重点課題により引き付けなおかつ具体的

な目標となるよう設定する。 
 
②全体会や、専任講師会議などの場を情報共有にと

どめず、議論や共通認識を持つ場になるように設

定する。 
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1-1 （1/2） 
1-1 理念・目的・育成人材像 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-1 理念・目的・ 

育成人材像は定

められているか 
 

■理念に沿った目的・育成人

材像になっているか 

■理念等は文書化するなど

明確に定めているか 

■理念等において専門分野

の特性は明確になっている

か 

■理念等に応じた課程(学

科）を設置しているか 

■理念等を実現するための

具体的な目標・計画・方法を

定めているか 

■理念等を学生・保護者・関

連業界等に周知しているか 

□理念等の浸透度を確認し

ているか 

□理念等を社会の要請に的

確に対応させるため、適宜見

直しを行っているか 

 
 
 

３ ・「6 つの力」を獲得した

人材像と具体化されて

いる。 
・教育目標である「6 つの

力」は専門分野の特性

を踏まえている 
・理念を実現するために

必要な教学マネージメ

ント体制の具体的な目

標を定めている 
・HP での周知、校内に「6

つの力」のポスター掲

示などを行っている 
・社会の要請に対応する

ために教育編成委員会

を設置している。 

・教育理念や教育目的の

周知が教職員をはじ

め学生,関連業界など

に対しても十分でな

い。 
・学校関係者委員会、教

育課程編成委員会に

置いて学校の理念や

教育目標の浸透が図

れていないため、議論

が不十分なところが

あり、見直しが図れる

ところまで達してい

ない。 

・各教職員の本年度の自

己の業務の目標設定を

教育目標や重点課題に

より引き付けなおかつ

具体的な目標となるよ

う設定する。 
 

・学則 
・学校パンフレット 
・学校ＨＰ 
 

1-1-2 育成人材像

は専門分野に関

連する業界等の

人材ニーズに適

合しているか 

■課程(学科)毎に、関連業界

等が求める知識・技術・技

能・人間性等人材要件を明確

にしているか 

■教育課程・授業計画(シラ

バス)等の策定において、関

連業界等からの協力を得て

いるか 

４ ・関連業界等が求める知識・

技術・人間性等人材要件は

ある程度明確になってい

る。 
・教育課程・授業計画（シラ

バス）等の策定の一部（特

にデュアル教育に関する

部分）では協力を得てい

る。 

・教育課程や授業計画に

の策定に関して十分

な協力を得ていると

は言えない。 

・教育課程編成委員会、

学校関係者評価委員

会の活性化を図り、よ

り具体的な意見をい

ただくようにする。 

・教育課程編成委員

会議事録 
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1-1 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-2 続き ■専任・兼任(非常勤)にかか

わらず、教員採用において、

関連業界等から協力を得て

いるか 

■学内外にかかわらず、実習

の実施にあたって、関連業界

等からの協力を得ているか 

■教材等の開発において、関

連業界等からの協力を得て

いるか 

 ・教員採用、実習実施におい

ても、関連業界等に相談、

要請をし、講師の推挙、実

習受け入れ等の協力を得て

いる。 
・デュアル教育「保育現場

での活動」等では連携を強

化している企業・団体にお

いて多くの協力を得てい

る。 
 
 

・デュアル教育実施のた

めの DX 推進と評価項目

の作成が必要であり、関

連業界の協力が必要と

なる。 

作成した評価項目を実

証していただく関連企

業を開拓。 

・「現場連携会議」

議事録 
・教育課程編成委員

会議事録 

1-1-3 理念等の達

成に向け特色あ

る教育活動に取

組んでいるか 

■理念等の達成に向け、特色

ある教育活動に取組んでい

るか 

■特色ある職業実践教育に

取組んでいるか 

４ 現場との連携を重視したデ

ュアル教育に取り組んで

いる。 
・絵本を活用できる保育士の

育成を掲げ「認定絵本士」

の全学科でカリキュラム

導  
 

・デュアル教育の即時評価シ

ステムに向けて DX を含

めた検討が必要。 

・DX 推進委員会が発足。

内容について検討す

る。 

・「認定絵本士」カ

リキュラム 
・DX 推進委員会議

事録 

1-1-4 社会のニー

ズ等を踏まえた

将来構想を抱い

ているか 

■中期的（3～5 年程度）な

視点で、学校の将来構想を定

めているか 

■学校の将来構想を教職員

に周知しているか 

□学校の将来構想を学生・保

護者・関連業界等に周知して

いるか 

３ ・令和 6 年度に学科編成

やカリキュラムについ

て改編する予定で準備

を進めている。 
・教職員にも中期計画を

示し今後の学校の在り

方について議論を進め

ている。 

・学校の将来の計画につ

いて学生や保護者関

連業界に周知しきれ

ていない。 

・副校長と事務長が渉外

業務に当たる計画であ

る。関連団体へ本校の

教育理念や育てたい人

材について積極的に周

知する。 
・HP を使いより積極的に

将来構想を発信する 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育目標の達成が可能になるような組織改編を行い、教学マネージメントが

実施できる土台作りはできた。実際にそれが回るように、さらに教職員が教

育目標を意識して行動することが必要。 

保育業界は今後の教育改革や、少子化などの影響を受け、変化することが考

えられる。保育士の養成においてもその流れを意識する必要がある 
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基準２ 学校運営 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
・学校の教育目標、重点施策に基づき、学校全体の

運営・管理を行っている。 
また、教職員全員参加の全体会で、運営方針や各

重点項目の月毎の進捗・振り返り、課題を共有し、

共通認識をもてるように努めている。 
 
・「総合講師会」と教科目の分野別ごとに開催する

「分野別会議」を開催し、半期や単年度の運営方

針や教務における重要事項を専任講師だけでな

く非常勤講師にも周知し、協働ができる仕組みを

作っている。非常勤講師をさらに巻き込んだ教育

活動を行うには、非常勤講師に本校の教育目標に

沿った具体的な教務に関する事項の周知も必要。 
 
・各会議体、委員会や会議を目的別に実施し学校運

営に関して活かしている。（現在 11 会議体、6 委

員会） 
 
・労働関係やハラスメントに関する窓口も設置して

いる。今後ハラスメントや個人情報の扱いなどに

ついての教職員へのさらなる周知も必要。 
 

・教学マネージメントの PDCA が回ることを意識し

た会議、委員会活動の実施。 
・教務グループと教員がともに教務事項（授業の進

め方や DX の推進を含めて）について議論し実施

していくこと。 
・個人情報保護やハラスメントの研修の実施。 

 

 
2-2 （1/1） 
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2-2 運営方針 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-2-1 理念に沿っ

た運営方針を定

めているか 

■運営方針を文書化するな

ど明確に定めているか 
■運営方針は理念等、目標、

事業計画を踏まえ定めてい

るか 
■運営方針を教職員等に周

知しているか 
■運営方針の組織内の浸透

度を確認しているか 

４ ・理念に沿った単年度計画、

中期計画を明確に示し、デ

ータで共有するとともに、

全体会等で周知に努めて

いる。 
・運営方針は学校の理念や、

項目毎にＫＰＩ指標によ

って目標化し、事業計画を

踏まえ定められている。 
・運営方針の浸透については

職員に関しては年度で 4
回行われる評価面談で確

認している。教員に関して

は年に一度の評価面談で

確認をしている。 

・運営方針について今ま

で財務状況や予算計画

も含めた形で説明する

ことが足りていない。 
・学校経営という視点か

ら教育活動をとらえ

ることも必要である

ということが、教職員

全員の認識となって

いない。 

・今後は財務状況なども

併せて丁寧に説明する

必要がある。 

・職場アンケート集

計 
・中期計画 
・評価シート 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
教育目標とともに、経営の観点で学校運営を考える視点を教職員に持ってもら

えるよう、丁寧に説明し続けることが必要。 
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2-3 （1/1） 
2-3 事業計画 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-3-1 理念等を達

成するための事

業計画を定めて

いるか 

■中期計画（3～5 年程度）

を定めているか 

■単年度の事業計画を定め

ているか 

■事業計画に予算、事業目標

等を明示しているか 

■事業計画の執行体制、業務

分担等を明確にしているか 

■事業計画の執行・進捗管理

状況及び見直しの時期、内容

を明確にしているか 

４ ・中期計画（3 年）及び単

年度事業計画は学校経

営会議と学園経営会議

を経て、理事会・評議

員会に提出している。 
・教職員は事業計画を供

覧し、また常時閲覧で

きる。 
・計画は各部署に分担さ

れ月 1 回の教職員全体

会で執行等の状況を確

認している。 
・事業計画を執行する責

任者は四半期毎のＫＰ

Ｉ指標の状況を作成

し、学園経営会議にて

共有後、各学校におい

て状況を確認してい

る。 

・事業計画の執行をより

円滑に進めるため、進

捗管理状況等のチェッ

ク機能を高める必要が

ある。 

 

・2025 年までの中期計画

を作成し、そこまでの

ロードマップを作成。 
 その上で、4 月には単年

度における目標及び計

画を共有し、早期にキ

ックオフを行う。 
 

・中期計画シート 
 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

単年度（短期）の事業計画だけでなく、中期・長期事業計画のさらなる浸透

が必要である。 
事務職員は全員分の業務分担表を共有し、事務局全体の仕事分担を共通認識

している。 
次年度においては教員においても役割と業務分担を明確にし、それに基づい

た各個人の目標設定を行う計画である。 

 



１０ 
 

2-4 （1/2） 
2-4 運営組織 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-1 設置法人は

組織運営を適切

に行っているか 

■理事会、評議員会は寄附行

為に基づき適切に開催して

いるか 
■理事会等は必要な審議を
行い、適切に議事録を作成し
ているか 
■寄附行為は、必要に応じて

適正な手続きを経て改正し

ているか 

４ ・理事会、評議員会は定

期的な開催と臨時的な開

催を行っているととも

に、議事録の作成、寄付

行為の改正も理事会、評

議員会にて審議し改正し

ている。 

・特になし  ・寄付行為 
・理事会・評議員会 
 議事録 
 

2-4-2 学校運営の

ための組織を整

備しているか 

■学校運営に必要な事務及

び教学組織を整備している

か 

■現状の組織を体系化した

組織規程、組織図等を整備し

ているか 
■各部署の役割分担、組織目
標等を規程等で明確にして
いるか 
■会議、委員会等の決定権

限、委員構成等を規程等で明

確にしているか 

■会議、委員会等の議事録

（記録）は、開催毎に作成し

ているか 

■組織運営のための規則・規

程等を整備しているか 
■規則・規程等は、必要に応
じて適正な手続きを経て改
正しているか 

４ ・学校運営のための組織、

規程、組織図、役割分

担等を整備している。 
・会議、委員会等の決定

権限、委員構成等を明

確にしているととも

に、議事録も開催毎に

作成している。 

・特になし  ・学内組織図 
・職員業務分掌 
・学則 
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2-4 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-2 続き ■学校の組織運営に携わる

事務職員の意欲及び資質の

向上への取組みを行ってい

るか 

３ ・評価報酬制度の導入し

ており、目標設定の事

前面談、年度終了後の

振り返り面談を通し、

意欲及び資質の向上へ

の機会としている。 
・スキルアップ研修等へ

の参加を奨励してい

る。 

・研修等への参加のため

の時間確保が十分でな

い。 
 

・業務の効率化を図り、 
労働時間の増加を押さ

えながら、職員のスキ

ルアップ意欲を醸成す

る方策と時間を確保す

る。 
 

・評価シート 
 

 

 
 
 

 
 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
運営組織は概ね整備されているが、状況の変化に対応できるよう更に整備を

進めて行く必要がある。法人本部とも調整し改善していく。 
特になし 
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2-5 （1/1） 
2-5 人事・給与制度 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-5-1 人事・給与

に関する制度を

整備しているか 

■採用基準・採用手続きに

ついて規程等で明確化し、

適切に運用しているか 
■適切な採用広報を行い、
必要な人材を確保している
か 
■給与支給等に関する基

準・規程を整備し、適切に

運用しているか 
■昇任・昇給の基準を規程
等で明確化し、適切に運用
しているか 
■人事考課制度を規程等で

明確化し、適切に運用して

いるか 

４ ・教員の採用は養成施設

として必要な資格・要

件を有する者を候補に

選考している。 

 

・平成 28年度より新評価

制度と連動した報酬制

度を運用開始。細かく

規定した基準をもと

に、上長との目標設定

や振り返り面談、評価

後のフィードバック面

談をおこない、納得感

を持てるように運用し

ている。 

・人事評価制度は導入し 6

年。評価者側、される

側ともに制度に慣れ、

確実に定着している。 

・制度のさらなる検証や、

より教職員のモチベー

ションが上がる制度へ

のアップデートも検討

中。 

・事前、事後の面談を十

分に行い、評価者・非

評価者間の、すり合わ

せが重要。また、導入

後のアンケートを取る

など、制度そのものへ

の意見を聞き、必要で

あれば改定の提案を行

う。 

 

・評価マニュアル 

・役割基準表 

・評価シート 

・昇降給テーブル 

・グレード毎基本給

レンジ 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

採用の基準や手続き、昇任・昇給の基準、人事考課制度は法人本部と調整し

適切な制度導入により整備されている。 
特になし 
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2-6 （1/1） 
2-6 意思決定システム 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-6-1 意思決定シ

ステムを整備し

ているか 

■教務・財務等の事務処理

において、意思決定システ

ムを整備しているか 
■意思決定システムにおい

て、意思決定の権限等を明

確にしているか 
■意思決定システムは、規

則・規程等で明確にしてい

るか 

３ ・法人全体の稟議規程に

のもと、財務処理や意

思決定が必要な場合

は、上長→副校長→校

長→法人本部→理事長

の許可を得ることにな

っている。 
・学校内の最終意思決定

は校長を中心とする学

校経営会議と明確にな

っている。 

・特になし  ・学則 
・学園稟議規定 
・学園稟議書 
・学内稟議規定 
・学内稟議書 
・組織図 
 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

法人の稟議規程は細部まで規定されており、その規程に基づいた適切な運営

が行われている。 
紙での稟議からシステムでの稟議へ移行し、意思決定システムのデジタル化、

スピード化を図った。 
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2-7 （1/1） 
2-7 情報システム 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-7-1 情報システ

ム化に取組み、業

務の効率化を図

っているか 

■学生に関する情報管理

システム、業務処理に関す

るシステムを構築してい

るか 

■これらシステムを活用

し、タイムリーな情報提

供、意思決定が行われてい

るか 
■学生指導において、適切
に（学生情報管理）システ
ムを活用しているか 
■データの更新等を適切
に行い、最新の情報を蓄積
しているか 
■システムのメンテナン
ス及びセキュリティー管
理を適切に行っているか 

４ ・システムは構築済み。 
・より効率的な活用、

情報提供、意思決定

ができるよう努めて

いる。 
・学生指導において、

概ね適切に活用され

ている。 
・データ更新は定期的

に行い、概ね最新の

情報となっている。 
・問題点が確認された

際はシステムの開発

会社と連携し、メン

テナンスやセキュリ

ティの強化に努めて

いる。 

・複数の情報管理シス

テムやデータが存在

しているため、一部

非効率な運用となっ

ている。効率的な運

用ができるよう、構

成の見直しが必要で

ある。 
 
・個々人でＩＴリテラ

シーに差ある。 

・効率的なシステム運

用ができるよう、構

成の見直しや統一化

を図る。 
 
・学内全体の IT に対す

るリテラシーを向上さ

せる為、教職員向けの

研修や個別のフォロー

を実施。 

・info-clipper マニュア

ル 
・info-cloud マニュアル 
・サイボウズマニュア

ル 
・ マ イ ク ロ ソ フ ト

TEAMS 
 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

必要となるシステムの導入は概ね済んでおり、今後はさらに情報システムを

活用できるような環境の構築や運用方法の改善を進めていく必要がある。 
特になし。 
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基準３ 教育活動 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
１．総合子ども学科は、３年間で子どもに関する専門

知識と技術を身に付け、卒業と同時に保育士資

格・短大通信教育併修による幼稚園教諭二種免許

を取得することを目的とし子どもの成長に永く貢

献できる保育士・教育者を育てている。 
２．保育福祉科は、２年間で保育士の基礎を講義で学

び、現場ですぐに役立つ知識を身に付けることを

目的とし、卒業と同時に保育士資格を取得する。

働きながら学ぶ学生を支援するために、学びやす

い時間割を設けている。（保育福祉科昼間コースで

週 5 日クラスと週 3 日クラスを受入れ）。 
３．学則や学生便覧だけでなく、ホームページにおい

ても学校の特色、就職実績をわかりやすく提示し、

学外に対する情報の公開表にも力を入れている。 
４．全学科「職業実践専門課程」に認定されており、

実践的な教育機関として「教育課程編成委員会」

(年２回実施）を設置し、企業と連携してカリキュ

ラムを編成している。そこでは科目の開設、授業

内容の改善や工夫などを議論し、教育課程の充実

を図っている。 
６．授業評価は自己評価委員会を中心に評価を行うだ

けでなく、学生による授業評価を実施し、半期ご

とに集計、フィードバックして授業改善に活用し

ている。 
７．令和３年度は、新型コロナウィルスの影響もあり、

オンライン授業を実施。対面授業１に対してオン

ライン授業２の割合で実施した。前年度に比べて

対面授業を多くした。 
 

１．授業形式については、対面授業とオンラ

イン授業を併用したハイブリット形式を継

続する。 
2．令和 3 年度の対面授業は感染対策上、1 ク

ラスであったが、教室拡大工事を行い、3
クラスで運営。今後は教室を分割し最大 6
教室で対面授業を展開。コロナ対策委員会

を立ち上げ教職員による、登校時の手指の

消毒、体調を確認している。また昼食時の

黙食指導、授業後の施設の消毒、各教室に

空気清浄機を設置するなど感染防止対策を

した上で学生が対面で授業を受ける割合を

高める。 
3.授業アンケートの結果をデータ・数値化し

て次年度の教育内容の改善に活用する。 
4.「児教専で学べる６つの力」をカリキュラ

ムと連携させ年 2 回の分野別会議を通して

非常勤講師とも共有。 
 
 

１．全学科対象の自由選択科目として「オープン科目」

を平成２８年度から開講している。保育福祉科でも幼

稚園教諭二種免許を取得できるプログラムを用意し、

プラスの学びを提供。例年ダブル資格取得者が出てい

る。 
２．文部科学省に「デュアル教育」の採択を受け研究成

果をもとに令和 3 年より１年生前期、後期各 6 週と 12
週に「現場連携週」を実施。学生の現場(保育園。施設)
見学・保育体験の実施、現役の施設職員や保育士を招い

た授業を展開している。 
３．「認定絵本士」の資格を付与できる学校に認定される

（東日本の専門学校で初、適用は令和 3 年度生より） 
４.令和 3年度より 3 年制総合子ども学科においてコース

制を展開。①保健・食育②児童福祉③グローバル④お

もちゃの 4 コースより学生が興味をもった分野を選択

し、学びを深める内容になっている。 
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3-8 （1/1） 
3-8 目標の設定 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

3-8-1 理念等に沿

った教育課程の

編成方針、実施方

針を定めている

か 

■教育課程の編成方針、実施

方針を文書化するなど明確

に定めているか 
■職業教育に関する方針を

定めているか 

４ ・指定保育士養成施設の

指定基準を遵守し、本

校の教育理念に基づ

いて教育目標を定め

ている。  
 

特になし 特になし ・学則 
・学生便覧 

3-8-2 学科毎の修

業年限に応じた

教育到達レベル

を明確にしてい

るか 

■学科毎に目標とする教育

到達レベルを明示している

か 
■教育到達レベルは、理念等

に適合しているか 
■資格・免許の取得を目指す

学科において、取得の意義及

び取得指導・支援体制を明確

にしているか 
■資格・免許取得を教育到達

レベルとしている学科では、

取得指導・支援体制を整備し

ているか 

４ ・卒業と同時の資格・免

許の取得に向けて、修

業年限に応じた指導

を行っている。 
・教育到達レベルは学生

便覧に「到達目標」と

して入れ学生便覧に

授業目標・計画として

記載している。 
 

特になし 特になし ・学則 
・学生便覧 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

総合子ども学科は子どもに関する専門知識と技術を身に付け、卒業と同時に

保育士資格・短大通信教育併修による幼稚園教諭二種免許と社会福祉主事任

用資格を取得することを目的とする。子どもの成長に永く貢献できる保育

士・教育者を育てている。 
保育福祉科は保育士になるための基礎を講義で学び、現場ですぐに役立つ知

識を身に付けることを目的とし、卒業と同時に保育士資格を取得する。 

特になし。 
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3-9 （1/3） 

3-9 教育方法・評価等 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-1 教育目的・

目標に沿った教

育課程を編成し

ているか 

■教育課程を編成する体制

は、規程等で明確にしてい

るか 

■議事録を作成するなど教

育課程の編成過程を明確に

しているか 

■授業科目の開設におい

て、専門科目、一般科目を

適切に配分しているか 

■授業科目の開設におい

て、必修科目、選択科目を

適切に配分しているか 
■修了に係る授業時数、単
位数を明示しているか 
■授業科目の目標に照ら

し、適切な教育内容を提供

しているか 

■授業科目の目標に照ら

し、講義・演習・実習等、

適切な授業形態を選択して

いるか 

■授業科目の目標に照ら

し、授業内容・授業方法を

工夫するなど学習指導は充

実しているか 

■職業実践教育の視点で、

授業科目内容に応じ、講

義・演習・実習等を適切に

配分しているか 

４ ・教育課程編成委員会等

の位置付けに係る諸規

程で明確にしている。

年２回の教育課程編成

委員会では多様化する

学生像や現在の保育ニ

ーズにふさわしい授業

計画、指導方法の見直

しを図っている。議事

録はＨＰ等で情報公開

している。 
・シラバスは保育士養成

課程として、総合子ど

も学科は個性を重視

して実践科目でじっ

くり育み、保育福祉科

は保育現場で働きな

がら学べるように実

践的に授業を配分し、

学習指導を行ってい

る。 
・前期・後期 6.12 週計

１年間４週を「現場連

携週」として外部職員

を招いての授業、外部

施設への見学、保育体

験を実施している。 

・学生が多様化してくる

中で、それぞれの背景

や経歴などを鑑みな

がら学生のニーズに

即した授業内容や方

法の改善が求められ

る 
 
・本校のカリキュラムや

授業内容が現在の保

育業界のニーズに即

しているか、常に見直

す必要がある。 

・学生からの授業アンケ

ートや学生面談、現場

連携の取り組み後の

感想を分析しながら

学生のニーズにあっ

た授業内容や方法の

改善に努める。 
・年２回の教育課程編成

委員会にて、保育業界

の 有識 者から の情

報・意見を活かし、実

践的かつ専門的な職

業教育を実施するに

ふさわしい教育課程

の編成に努める。 

・教育課程編成委員

会等の位置付けに

係る諸規程 
 
・ＨＰ―情報公開 
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3-9 （2/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-9-1 続き ■職業実践教育の視点で教

育内容・教育方法・教材等

工夫しているか 

■単位制の学科において、

履修科目の登録について適

切な指導を行っているか 

■授業科目について、授業

計画（シラバス・コマシラ

バス）を作成しているかを 

■教育課程は定期的に見直

し改定を行っているか 

４ ・年２回の分野別会議で

分野毎に教授法や授業

上の工夫などを共有し

について見直し・改善

している（オンライン

開催）。 
・チームズを使用し、学

生の状況の共有を教職

員、非常勤講師ともは

かっている。 
・正規の授業以外に、連

携企業によるオープン

科目も設置。幅広い知

識と技術が修得できる

活動を行っている。 
 

・学生のニーズを把握し

たうえでオープン科

目を開催する。 

・公務員対策講座、ピア

ノの個人レッスンな

ど学生のニーズ高い

講座を一層充実させ

る。 
 

・教育課程編成委員

会 議事録 
・学生便覧 

3-9-2 教育課程に

ついて、外部の意

見を反映してい

るか 

□教育課程の編成及び改定

において、在校生・卒業生

の意見聴取や評価を行って

いるか 

■教育課程の編成及び改定

において、関連する業界・

機関等の意見聴取や評価を

行っているか 

■職業実践教育の効果につ

いて、卒業生・就職先等の

意見聴取や評価を行ってい

るか 

３ ・教育課程編成委員会の

中で保育業界団体・職

員の意見を聴取して

いる。 
・実践的かつ専門的な職

業教育を実施するため

に、企業等との連携、

実習・就職フェアを通

じて必要な情報の把

握・分析を行い、教育

課程の編成(授業科目の

開設や授業内容・方法

の改善・工夫を含む)に
活かしている。 

 

・教育課程編成委員の意

見については集めら

れているが、在校生・

卒業生については不

十分である。 

・教育課程全般について

の意見も在校生から

集める。 

・教育課程編成委員 
会 議事録 



１９ 
 

3-9-3 キャリア教

育を実施してい

るか 

■キャリア教育の実施にあた

って、意義・指導方法等に関す

る方針を定めているか 

■キャリア教育を行うための

教育内容・教育方法・教材等に

ついて工夫しているか 

 

４ ・必須科目の「コミュニケー

ション」キャリア教育を卒業

まで通して行う。また、担当

者はキャリアコンサルタン

ト有資格者である。 

・キャリア教育が必要な

高卒生と社会人経験

のある学生毎の教育

が必要。 

・キャリア教育の内容を

多様化する学生像に

合わせた内容にして

いく必要がある。 

・学生便覧 

-9 （3/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-9-3 続き □キャリア教育の効果につ

いて卒業生・就職先等の意

見聴取や評価を行っている

か 

３ ・卒業生及び就職先から

は就職フェアや授業

などでヒヤリングし

ている。 

・評価基準を検討する必

要がある 
・職業実践専門課程会議

等で外部の意見を聞き

入れながら検討 

 

3-9-4 授業評価を

実施しているか 
■授業評価を実施する体制

を整備しているか 

■学生に対するアンケート

等の実施など、授業評価を

行っているか 

■授業評価の実施におい

て、関連業界等との協力体

制はあるか 

■教員にフィードバックす

る等、授業評価結果を授業

改善に活用しているか 

４ ・自己評価委員会にて授

業評価を整備してい

る。 
・学生による評価は全て

の授業において「授業

アンケート」を実施

し、半期ごとに集計、

各講師にフィードバ

ックして授業改善に

活用している。 
・保育体験や授業を担当

した施設も委員会に

出席し、授業評価をい

ただいている。 

・関連業界からの評価の

実施については不十

分なところがある。 
 

・アンケートの実施につ

いて再検討を図る。 
 

・授業アンケート用  

紙 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
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「総合子ども学科」「保育福祉科」ともに職業実践専門課程に認定されており、

実践的な教育機関として「教育課程編成委員会」を設置し、企業と連携して

カリキュラムを編成している。委員会では科目の開設、授業内容の改善や工

夫などを議論し、教育課程の充実を図っている。 
授業評価は自己評価委員会を中心に評価を行うだけでなく、学生に対して授

業アンケートを実施し、半期ごとに集計、フィードバックして授業改善に活

用している。 

特になし。 
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3-10 （1/1） 
3-10 成績評価・単位認定等 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-10-1  成 績 評

価・修了認定基準

を明確化し、適切

に運用している

か 

■成績評価の基準について、

学則等に規定するなど明確

にし、かつ、学生等に明示し

ているか 
■成績評価の基準を適切に

運用するため、会議等を開く

など客観性・統一性の確保に

取組んでいるか 
■入学前の履修、他の教育機

関の履修の認定について、学

則等に規定し、適切に運用し

ているか 

４ ・学則、学生便覧に成績

評価と評価基準を明示

し、講師においても文

書等で告知している。 
・成績判定会議で講師同

士が討議するなど、公

正さに努めている。 
・本校は大学等との単位

互換制度を設けてお

り、シラバスの内容を

精査した上で互換を認

めている。 
・ＧＰＡを導入している。 

・評価基準をより明確に

し、授業内容の構成を

改善する必要がある。 
 

・評価基準に関してはシ

ラバスの整合性を測

り、授業改善につなげ

るために学園全体で

プロジェクト会議を

立ち上げ検討する。 
・プロジェクト会議の成

果を分野別会議内で

全講師と共有する。 

・学則 
・学生便覧 
・講師宛の評価依頼 
・単位認定申請書類 
・会議資料 

3-10-2  作品及び

技術等の発表に

おける成果を把

握しているか 

■在校生のコンテスト参加

における受賞状況、研究業績

等を把握しているか 

４ ・「チャイルド祭」にて

研究発表を行ってい

る。その他、学生の社

会貢献や受賞はＨＰ

等で紹介している。 

・学生の自己申告に頼る

ところがある。 
・担任が日ごろからヒヤ

リングし、成果把握に

努める。またコンテス

トや研究発表など学

校から積極的に学生

に促す。 

・受賞者一覧 
 

 
 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
学則や学生便覧にて成績評価や単位認定基準を明確化し、対応を行っている。 
単位取得が困難な学生に対しては担任が個別で対応し、資格取得を目指す。 
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3-11 （1/1） 
3-11 資格・免許取得の指導体制 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-11-1 目標とす

る資格・免許は、

教育課程上で、明

確に位置づけて

いるか 

■取得目標としている資

格・免許の内容・取得の意

義について明確にしている

か 
■資格・免許の取得に関連
する授業科目、特別講座の
開設等について明確にして
いるか 
 
 
 
 
 
 

４ ・保育士資格は全学科卒業と同

時に取得。総合子ども学科は

更に大阪芸術大学短期大学部

との併修により幼稚園二種免

許が取得できる。 
・今年度一年生より本校で履修

した科目の認定が可能な豊岡

短期大学との併修を開始し

た。それらは学生便覧にて明

記している。 
・保育福祉科に関しても希望者

は幼稚園教諭二種免許を目指す

ことができる。 
・認定絵本士養成講座を本校カ

リキュラムに取り入れ全学生

の取得を可能にしている。 
・民間資格に関しては随時掲示

で告知し、オープン科目や集

中講義で行っている。 

・幼稚園免許取得につい

ては学生が自身の状

況を把握しにくく、免

許取得までの見通し

がもちにくく取得を

あきらめたり、やめた

りする学生も出る。 
 
・民間資格はオープン科

目や集中講義を利用

して取得を促す。 

・幼稚園免許取得に関し

ては学生が見通しを

もち取り組めるよう

に短大の単位取得状

況を把握できるよう

に「科目別履修状況

表」「履修カルテ」を

作成し、授業で学生と

確認している各自カ

ルテを作り進捗状況

を学生自身が把握で

きるようにする。 

・学生便覧 
・オープン科目告知

表 
 

3-11-2 資格・免許

取得の指導体制

はあるか 

■資格・免許の取得につい

て、指導体制を整備してい

るか 
■不合格者及び卒後の指導

体制を整備しているか 

４ ・単位不認定者や実習でつま

ずいた学生、無資格卒業者

に関してはクラス担任、実

習授業担当講師による個

別指導で対応している。 

・クラス担任、実習指導

担当講師、実習先指導

者との連携を更に図

る必要がある。 

・講師、実習先指導者間

で学生の特徴や要請

等を情報共有し、それ

ぞれの学生に合わせ

た指導を行なう。 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

保育士養成施設の設置基準、大阪芸術大学短期大学部、豊岡短期大学部の基

準に則り、適切な指導体制を整えている。 
認定絵本士資格については養成講座の基準に則り、適切な指導体制を整えて

いる。 

令和 3 年度入学者より「認定絵本士」の資格付与対象となる。 
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3-12 （1/2） 

3-12 教員・教員組織 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-12-1 資格・要件

を備えた教員を

確保しているか 

■授業科目を担当するため、

教員に求める能力・資質等を

明確にしているか 
■授業科目を担当するため、

教員に求める必要な資格等

を明示し、確認しているか 
■教員の知識・技術・技能レ

ベルは、関連業界等のレベル

に適合しているか 
■教員採用等人材確保にお

いて、関連業界等と連携して

いるか 
■教員の採用計画・配置計画

を定めているか 
■専任・兼任（非常勤）、年

齢構成、男女比など教員構成

を明示しているか 
■教員の募集、採用手続、昇

格措置等について規程等で

明確に定めているか 
■教員一人当たりの授業時

数、学生数等を把握している

か 
 
 
 
 

３ ・専門学校の規定に則し

た条件を持つ講師の

採用を行なっている。 
・ 
・学術的な科目に関して

は修士号を有する講

師を採用し、必要書類

の提出を求めている。 
・その他、実技や現場に

すぐさま応用する科

目 に 関 し て は 実                  

務経験が豊富な講師

を採用している。 
・教員の採用計画・配置

計画については、欠員

があり次第補填する

状況である。 
 
 

・教員の昇格措置につい

ては平成 28 年度より

導入の新評価制度に

より明確になってい

るが、募集、採用手続

については過去の基

準を踏襲しており、明

確な規定等が確立し

ていないので、早急に

定める必要がある。 
・教員の採用計画・配置

計画については専門

学校設置基準及び指

定保育士養成施設指

定基準に準じている。 
・関連業界等との連携も

視野に人材確保を図

る。 
 
 

・教員の募集・採用手続

についての明確な規

定等を確立し、次年度

の採用に活用してい

く。昇格措置について

は新評価委制度を導

入した。 
・教員の採用計画・配置

計画についても同様

である。 
 

・総合講師会資料 
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3-12 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-12-2  教員の資

質向上への取組

みを行っている

か 

■教員の専門性、教授力を把

握・評価しているか 

■教員の資質向上のための

研修計画を定め、適切に運用

しているか 

■関連業界等との連携によ

る教員の研修・研究に取組ん

でいるか 

■教員の研究活動・自己啓発

への支援など教員のキャリ

ア開発を支援しているか 

４ 専任教員の評価面談の折に

所属学会や研究状況の把

握を行っている。 
・総合講師会の際に全教員に

対し「ICT の使い方」など

の研修は実施した 
・法人において「授業力向上

委員会」を置き、授業の質

の向上に努めている。 
・研究活動は把握しているが

支援までに至っていない 

・非常勤講師の専門性、

教授力の把握は十分で

はない。 
・FD 研修のさらなる充実

が必要 

・管理職の非常勤講師の

授業見学を実施。 
 
・教授法以外の幅広い FD

研修を企画し、年次計

画を立てる。 
・研究する時間が確保で

きるように DX 推進に

より教員の教務関連事

務を省力化 

・評価シート 
・職業実践研究集会

抄録集 

3-12-3  教員の組

織体制を整備し

ているか 

■分野毎に必要な教員体制

を整備しているか 

■教員組織における業務分

担・責任体制は、規程等で明

確に定めているか 

■学科毎に授業科目担当教

員間で連携・協力体制を構築

しているか 

■授業内容・教育方法の改善

に関する組織的な取組があ

るか 
■専任・兼任（非常勤）教員
間の連携・協力体制を構築し
ているか 

３ ・教員組織・体制に関し

ては組織図にて明確に

している。 
・総合講師会・分野別会

議にて講師間や専任・

非常勤教員の連携・情

報共有を図っている。 
・チームスを使用し非常

勤と専任の情報共有を

図っている。 
・半期に一度、学生によ

る授業アンケート結果

をフィードバックし、

改善を促している。 

・授業アンケートをフィ

ードバックするに適切

なアンケート項目かど

うか検討する必要があ

る。講義内容に生かさ

れていない場合があ

る。・ 

授業アンケートの項目

見直しと分析方法を

再考する 
 

・授業アンケート 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

CP、DP について達成できているか評価する仕組みが必要。そのために授業

アンケートの内容を再考し活かしていく。教員が自己研鑽ができるような仕

組み（研修の提供や研究時間の確保など）を作ることが必要。 

特になし。 
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基準４ 学修成果  
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
１．就職率 
就職相談室を活用し、就職活動を行い、就職希望の

卒業生の就職率 100％を達成している。オンライン

での「就職フェア」への参加、ポータルへの「求人

先票」の掲示などを活用し、卒業生全員の就活状況、

内定状況を把握し、管理している。  
２．資格・免許の取得率 
本校は学科により、保育士資格、幼稚園教諭二種免

許、社会福祉主事任用資格が卒業と同時に取得でき

る。学期ごとにクラス担任が学生一人一人と個人面

談をして学修成果に結び付けている。 
３．卒業生の社会的評価 
卒業後、10 年はキャリア指導出来る体制を目標とし

ている。人事担当者や同窓会等からの協力で把握に

努める。ＷＥＢ，印刷物で公開していく。同窓会等

との連携、また側面支援を加味して、成果が挙がる

よう学校として応援している。保育施設等従事者の

なかには、順調に昇進し、園長等の管理者に着任し

ており、今後の卒業生に就職の後押しとなってい

る。また、卒業生にはゲストスピーカーとして、授

業内で保育の現場、就職活動ついての講義をお願い

し、連携を強化している。今後は学校関係者評価委

員として卒業生を招き卒業生と現場、双方の立場か

ら意見を伺うことが必要。 
４，保育福祉科夜間主コースは専門実践教育訓練給

付金の対象コースとして認定された。昼間コースに

ついても令和 5 年度認定を目指している。                

１．就職希望者の就職率 100％を維持していくこと

が絶対的な課題である。担任との連携を密に

し、卒業年次生全員との相談体制を構築するこ

とが重要である。専任講師会議や教職員全体会

での就職状況報告を徹底化。就職状況は学内ポ

ータルで共有し、就職 100％維持に向けて教職員

全体に意識喚起していく。 
２．学期毎に担任や就職支援グループが個人面談を

して、各種検定試験の資格取得を促している。

「コミュニケーション」科目を通じて資格取得

担当職員が広報して受験を促している。資格取

得率を向上させるために、クラス担任と連携を

とる必要を感じる。取得目標資格のものについ

ては、学校として検定料減免の予算措置を考え

ていく必要性を感じる。 
３．卒業生への追跡調査や同窓会等、各企業の人事

担当者から、情報収集を強化する。 
４．保育福祉科昼間コースについては、専門実践教

育訓練給付金認定のためには、就職率だけでな

く、休退学の抑制も課題となる。 
 

１．学生一人に対し、就職担当、実習担当、クラス

担任、と 3 名の教職員で就職活動支援をしてい

る。各学生に合った就職先を斡旋。 
２．昼間部 2 年制は保育士、幼稚園教諭二種免許（希

望学生のみ、短大との併修）昼間部 3 年制は、

保育士資格、幼稚園教諭二種免許、社会福祉主

事任用資格を卒業と同時に取得を目指すことが

できる。夜間部も卒業と同時に保育士資格を取

得できる。学生キャリアカードにおいて、受験

実績、合格実績を把握している。 
３．公務員(保育士採用)採用については、卒業後も

含め、着実に合格者を出している。公務員試験

対策講座も行っており、学生のモチベーション

にもつながっている。年 1 回「全国公務員模擬

試験」を開催し、希望学生のみ参加している。 

 
4-13 （1/1） 
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4-13 就職率  
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-13-1 就職率の

向上が図られて

いるか 

■就職率に関する目標設定

はあるか 
■学生の就職活動を把握し

ているか 
■専門分野と関連する業界

等への就職状況を把握して

いるか 
■関連する企業、社会福祉

法人と共催で「就職セミナ

ー」を行うなど、就職に関

し関連業界等と連携してい

るか 
■就職率等のデータについ

て適切に管理しているか 

４ ・就職希望者の就職率

は年内 100％を目標

としている。 
・担任と連携し個別面

談等で学生の就活状

況を把握している。 
・保育事業者・関連施

設への往訪、来訪で

就職状況を適宜把握

している。また実習

巡回教員からも情報

を収集している。 
・ガイダンス、就職フ

ェア、求人メール配

信、既卒者懇談会、

個別面談・指導を通

じて就職活動をサポ

ートしている。 
・内定報告書、結果を

一覧で共有してい

る。 
・就職目標は就職希望

者 100％と専門実践

   

・資格取得のみの希望

者、ワークライフバ

ランスを重視し非正

規就職の希望者等、

就職に対する意識が

多様化しているた

め、個々の希望に応

じた支援が必要であ

る。 

・「コミュニケーショ

ン」「進路指導」の授

業の中で、全員との

相談体制・就職支援

を強化。学内共有シ

ステムで就活状況、

就職への意識を随時

共有確認していく。 
・産学連携授業（ 
現場見学）や企業の

採用担当による授業

等により、学生へ早

期に就職意識喚起を

高める。 
 

・就職内定状況一覧表 
・就職ガイダンスレジ     
 メ 
・就職フェア参加法人

一覧表 
 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

直近 10 年間の卒業生の内、就職希望者の就職率は 100％である。就職支援グ

ループは学生、担任が緊密な連携を取り就職意識、就職率の向上を図ってい

る。 

卒業年次生対象に、連携企業を含む 18 法人による就職フェア（学内会社合同

説明会）をオンラインで計２回を開催した 
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4-14 （1/1） 
4-14 資格・免許の取得率  
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-14-1 資格・免許

の取得率の向上

が図られている

か 

■資格・免許取得率に関す
る目標設定はあるか 
■特別講座、セミナーの開

講等授業を補完する学習支

援の取組はあるか 

■合格実績、合格率、全国

水準との比較など行ってい

るか 

□指導方法と合格実績との

関連性を確認し、指導方法

の改善を行っているか 

３ 
 

・学期毎に担任・就職

担当が個人面談をし

て、資格取得を促し

ている。 
・公務員対策講座は大

手予備校と連携し、

希望者が参加してい

る。 
・認定絵本士の資格が

取得できるようにカ

リキュラムに導入し

た。 
 
 
 
 

・公務員試験対策講座

は有料のため、受験

を控える学生が年々

増加傾向にある。担

任と就職担当が連携

し、学生に魅力を伝

えた上で受験者数を

増やしていく必要を

感じる。 
・認定絵本士取得につ

いては来年取得率等

が確定するため現在

は課題なし。 

・学校として検定料補

助の予算措置を考え

ていく必要を感じ

る。資格取得担当者

と担任の面談を設定

する。 
・オンラインや人数制

限などの検討。 

・キャリアカード 
・資格試験日程表 
・受験実績 
・合格実績 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業と同時に取得できるものと、就職に有利な資格がある。資格取得担当職

員が資格取得合格率を向上させるために、クラス担任と連携をとる。 
3 年制の総合子ども学科は保育士資格、大阪芸術大学短期大学部または豊岡短

期大学通信教育部との併修により幼稚園教諭Ⅱ種免許、社会福祉主事任用資

格を卒業と同時に取得できる。 
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4-15 （1/1） 
4-15 卒業生の社会的評価 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-15-1 卒業生の社

会的評価を把握し

ているか 

■卒業生の就職先の企

業・施設・機関等を訪問す

るなどして卒後の実態を

調査等で把握しているか 
□卒業生のコンテスト参

加における受賞状況、研究

業績等を把握しているか 

３ ・卒業生は就職相談室

で把握し、在校生は

主に担任より情報を

得ている。就職先を

訪問し、人事担当者

を通して情報を把握

したり、同窓会等よ

り情報収集に努めて

いる。  

・卒業生の実態把握に

ついては、量的に足

りない状況である。

左記の取り組みをよ

り拡げて、継続して

いく必要がある。 

・今後も、来校する卒

業生、同窓会、転職

希望者、人事採用担

当者等からキャリア

デザインセンターで

把握し、またさらに

教職員全体で情報の

収集に努める。 

・各企業掲載パンフ 
レット 

・キャリアカード 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

専門学校では、就職率だけでなく、卒業生の活躍や評価は、入学希望者や就

職活動をする学生にとっては重要な位置付けとなる。各企業・施設等のパン

フレットや専門書に掲載されることもあり、それが在校生の将来の仕事に対

する目標にもなっている。 

保育施設等従事者の中には、園長等の管理者や人事担当者に着任している者

も多数いる。 
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基準５ 学生支援 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
1.就職支援 

就職活動支援として就職相談室を設置。専任の就職担当教職員が

学生の就職支援を行っている。「コミュニケーション」の授業の

中でも履歴書・面接・作文指導がある。 
2.中途退学への対応 

月に一度学園全体で中退率会議を行い中定率防止に対する意見

交換を行っている。中途退学希望者にはクラス担任が必ず面談を

行っている。中途退学者の低減（５％以下）が今後の大きな課題

である。 
3.学生相談 

各クラス担任が個人面談などを行い学生の相談に応じている。ク

ラス担任で対応できない場合は、専任講師会議で検討し、学科長

もしくは副校長を交え面談を行っている。 
4.学生生活 

奨学金・学費担当者を配置している。学費に関しては本校独自の

生活困窮者向け奨学金や学費分納制度で学生をサポートしてい

る。但し、学費未納者に対しての対応が今後の課題。 
5.授業支援 
 自宅にてオンライン授業に参加できる環境にない学生に対し、教

室を開放。学内 WiFi 環境の使用やパソコン、タブレットの貸し 

出しを行っている。 
 
6.保護者との連携 

保護者に対しては、成績表の発送だけでなく、必要に応じてクラ

ス担任が学生の情報を共有して、緊密に連絡を取っている。 
但し必要に応じた時のみの連絡となるため、退学者の防止や学習

の促進を図っていく上でさらなる連携が必要となる。 
 
7.卒業生支援 

同窓会で卒業生の動向を把握している。但し、年々減少傾向にあ

り、参加者の増加につながる対策が必要である。 
在学時に記入したキャリアカードを 10 年保存し、キャリアアッ

プ支援を継続している。卒業生の学術的な発表の場として、敬心

学園学術研究会の機会が提供されている。 
 
 

 

1．学生の就職支援として、学内で年 2 回の就職フェアを開

催。学生が就職に対して意欲的に参加できる場を増やす。 
 
2．教職員によるきめ細かい対応や学費など早い段階で迅速

な対応が必要。モチベーションの維持や基礎学力対策が重

要である。 
 
3．特記事項なし 
 
4．学費の工面についての方法（奨学金、学費ローン、減免

制度、保育士修学支援金、分納スケジュールなど）を、

早めに学生本人・保護者に周知する必要がある。 
 
5．特記事項なし 
 
6．保護者会、学校通信・情報のメール配信などを立ち上げ、

退学率低減に向けて、より保護者と緊密な関係を築く。 
 
7．特記事項なし 

1. 「コミュニケーション」の授業の中で履歴書・面接・作

文指導がある 
 
2. 特記事項なし 
 
3.毎週の専任講師会議の中で課題を抱えている学生に対し

教職員で情報交換をしている。 
 
4.本校独自の学費減免制度・特待生制度により減免。更に公

的奨学金や学生ローンの利用案内と分納・延納制度などの

支援を行っている。 
また、口座振替を導入し仕事との両立で、銀行へ支払いに

行けない学生に対し案内をしている。 
 
5.特記事項なし 
 
6.保護者に対しては必要に応じて、クラス担任が学生の情報
提供をして、緊密に連絡を取っている。学期毎に学生の成
績表を保護者に発送している。 

 
7.同窓会で卒業生の動向を把握している。在学時に記入した

キャリアカードを 10 年保存し、キャリアアップ支援を継

続している。また、敬心学園学術研究会にて卒業生が一般

演題にて発表する場を設け、支援している。 
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5-16 （1/1） 
5-16 就職等進路  
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-16-1 就職等進

路に関する支援

組織体制を整備

しているか 

■就職など進路支援のため

の組織体制を整備している

か 
■担任教員と就職部門の連

携など学内における連携体

制を整備しているか 
■学生の就職活動の状況を

学内で共有しているか 
■関連する業界等と就職に

関する連携体制を構築して

いるか 
■就職説明会等を開催して

いるか 
■履歴書の書き方、面接の

受け方など具体的な就職指

導に関するセミナー・講座

を開講しているか 
■就職に関する個別の相談

に適切に応じているか 

４ ・就職支援グループを組

織し就職相談室を設置

している。求人情報を

提供している。 
・授業内で就職指導、活

動喚起を目的とした授

業を担任と連携しなが

ら行っている。 
・就職状況は学内ポータ

ルで教職員全体に共有

している。 
・現場見学、実習、就職

の実績がある施設と連

携体制を構築してい

る。 
・年 2 回就職フェア（18

法人による学内会社合

同説明会）を開催。 
・卒業年次に全員と個別

面談を実施。採用試験

前に面接 作文指導も

 

・卒業年次の後半になっ

ても自律的に就職先

を探せない学生が一

定数いる。 

・進路相談、採用試験対

策等が集中し、個別の

対応が難しい時期が

ある。 

・求人票が多くよせられ

るため、データ入力、

管理、学生への開示が

滞ることがある。 

・専任職員 1名、兼務教

員１名の現支援体制

に、新たに職員 1名を

新規に加え対応する。 

・入学年次より就職を意

識させる授業内容を

精査、実施する。 

・担任との学生情報の共

有ツールの最適化を

図るなどして、進路の

つまずきの要因を迅

速に把握し対処する。 

・現場見学、実習、アル

バイト、インターンシ

ップ等を受け入れ、学

校と連携し指導いた

だける施設事業者を

開拓する。 

・求人票受付、管理シス

テムを構築する。 

・就職フェア概要 
・就職フェア参人一覧

表 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

４階に就職相談室のスペースを設置。専任教員や担当職員の指導のもと、就

職相談や模擬面接、求人の案内などを行っている。更に就職フェア（学内会

社合同説明会）を開催した。 

高校新卒、大学、社会人、主婦、定年後の方など、学生の属性の多様化に対

応した就職支援を行っている。 
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5-17 （1/1） 

5-17 中途退学への対応 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-17-1 退学率の

低減が図られて

いるか 

■中途退学の要因、傾向、
各学年における退学者数等
を把握しているか 
■指導経過記録を適切に保

存しているか 

■中途退学の低減に向けた

学内における連携体制はあ

るか 

■退学に結びつきやすい、

心理面、学習面での特別指

導体制はあるか 

４ ・モチベーション低下に

よる進路変更、経済的

理由が多い 

・中途退学希望者には必

ず担任との面談が必要

となり、担任を通さな

いと退学届が発行され

ない仕組みになってい

る。 

・学籍移動状況を随時更

新している。 

・学力が未熟な学生に対

して講師による補填を

行っている。 

・退学率は全体で 7.3％

と前年度から上昇。 

・モチベーション低下の

予兆発見が遅い。 

・教員間で、中退予防の

ための統一した対応

マニュアルがない。属

人的な対応になって

いる。 

・不登校経験者に対する

フォローが重要。 

・学校独自の学費減免制

度では限界がある。 

・心理面での特別指導体

制が不足している。 

・学生のわずかな変化を

見逃さないよう、教員

間の密な情報交換。 

・各種奨学金制度や自治

体の保育士修学支援

金の活用や、教職員と

の相談時間を確保。 

・担任、実習支援、就職

支援 3方向からの手厚

いサポート、きめ細か

い指導。 

・入試評価の担任との共

有。 

・退学原因の評価軸を作

り、客観的に退学理由

を調査している。 

・学科別学籍異動状況 

・退学・除籍者一覧 

・面談指導経過記録 

・中退率会議議記録 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

退学防止の意味もあり、心理面や学習面で心配な学生に対してはクラス担任

が随時個別対応を行っている。中途退学希望者にはクラス担任が必ず面談を

行っている。 
月に一度学園全体で集まる中退率会議を行い、中退率防止対策を行っている。 

特になし 
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5-18 （1/2） 
5-18 学生相談 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-18-1 学生相談

に関する体制を

整備しているか 

■専任カウンセラーの配置

等相談に関する組織体制を

整備しているか 

■相談室の設置など相談に

関する環境整備を行ってい

るか 

■学生に対して、相談室の

利用に関する案内を行って

いるか 

■相談記録を適切に保存し

ているか 

□関連医療機関等との連携

はあるか 

■卒業生からの相談につい

て、適切に対応しているか 

４ ・令和２年度より外部のカ

ウンセリング企業と提

携。24 時間で電話対応し

ている。 
・オリエンテーションでの

チラシ配布や学生掲示板

にカウンセリング体制や

連絡先を告知している。 
・学校にカウンセリング室

を設置し、教員とじっく

り話ができる環境を作っ

ている。 
・週に一度行われる専任講

師会議の中でも問題を抱

えている学生に対し、教

員全体で共有をしてい

る。 

・医療機関については、

各教員の個人的なつ

ながりに依存してい

るため、学校もしくは

学園としての動きは

弱い。 
・カウンセリング室が学

生カウンセリング以

外で使用されること

もあるため、教室の確

保が難航する場合が

ある。 

・個人的つながりを学校

としてのつながりに

移行する。 
 

・ティーペックチラシ。 
 

5-18-2 留学生に

対する相談体制

を整備している

か 

■留学生の相談等に対応す

る担当の教職員を配置して

いるか 

■留学生に対して在籍管理

等生活指導を適切に行って

いるか 

■留学生に対し、就職・進

学等卒業後の進路に関する

指導・支援を適切に行って

いるか 
■留学生に関する指導記録
を適切に保存しているか 
 

２ ・総務課長が担当し、 
留学生一覧を作成し

個別相談での対応。留

学生との入学前のや

りとり、指導記録や関

係書類の保存あり。 
 

・留学生および留学制度

について把握してい

る教職員が少ない 
 
 

・留学生および留学制

度、ビザなどについて

担当以外もある程度

把握しておくべきで

ある。 
・教職員全体会での勉 

強会の実施 

留学生一覧・データ等の

管理資料 
入学前連絡記録・関係書

類の控え・指導記録 
留学制度・受け入れに関

する資料 
 

 
5-18 （2/2） 



３３ 
 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
専任カウンセラーの配置はしていないが、クラス担任が定期的に個人面談を

行い各学生の諸問題に対し、適切に対応している。留学生に対してもクラス

担任より生活指導を行っている。 

特になし 

 
 



３４ 
 

5-19 （1/2） 
5-19 学生生活 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-19-1 学生の経

済的側面に対す

る支援体制を整

備しているか 

■学校独自の奨学金制度を
整備しているか 
■大規模災害発生時及び家
計急変時等に対応する支援
制度を整備しているか 
■学費の減免、分割納付制
度を整備しているか 
■公的支援制度も含めた経
済的支援制度に関する相談
に適切に対応しているか 
■全ての経済的支援制度の
利用について学生・保護者
に十分情報提供しているか 
■全ての経済的支援制度の
利用について実績を把握し
ているか 

３ ・公共支援制度活用（日本

学生支援機構・東京都育

英資金、修学支援新制度

認定校）。保育士修学資金

貸付事業活用（保育士修

学資金） 

・公共支援制度における臨

時採用を活用。 

・各学生に合わせた学費分

納制度の実施。   

・個別相談の実施 

・年度初めの保護者説明会

で各種制度を案内。 

・日本学生支援機構 87名・

東京都育英資金 2 名利

用。 

・連携企業による、企業奨

学金、本校在籍者向け契

約社員制度により、学生

サポートを行っている。 

・制度の徹底した周知・

活用促進。 

・臨時採用の周知。 

・学生の安心できる個別

相談の実施。 

・より多くの学生の状況

にあった支援制度の

活用。 

・家計急変者に対するす

みやかで的確な支援

制度を案内できるよ

う教職員の勉強会の

実施。 

 

・説明会の回数の増加。 

 何パターンかの時間

帯で、誰もが参加でき

るよう設計。 

・教職員間の学生の状

況・制度に対しての共

有と理解促進。 

・入学前の学校説明会の

配布資料に、あらかじ

め奨学金制度の案内

を詳しく組み込む。 

・利用が必要と思われる

学生のピックアップ、

学校側からの利用の

働きかけ。 

・学内における教職員へ

の資料配布。 

・日本学生支援機構 

制度資料、手引き 

・東京都育英資金 

制度資料、手引き 

・修学支援新制度 

 制度資料・手引き 

・学生募集要項 

・各種奨学金案内 

・総合講師会資料 

・奨学生一覧 

・日本児童教育専門学校

授業料免除規定 

 

5-19-2 学生の健

康管理を行う体

制を整備してい

るか 

■学校保健計画を定めてい
るか 
■学校医を選任しているか 
■保健室を整備し専門職員
を配置しているか 
■定期健康診断を実施して
記録を保存しているか 
■有所見者の再健診につい
て適切に対応しているか 
 

３ ・定期健康診断の実施。医

療機関と契約し毎年学生

全員に対し、4 月に実施

している。 

・緊急を要する学生の病気

については、近隣の医療

機関と契約をし、速やか

に対応できるようになっ

ている。 

・体調不良の学生が増えた

場合に備え、別室にベッ

ドや布団類など一式常備

している。 

・元看護師の教員を新型

コロナ対策委員会に

配置し、学生・教職員

の健康管理に努めて

いる。 

 

・特になし。  



３５ 
 

5-19 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-19-2 続き ■健康に関する啓発及び教
育を行っているか 
□心身の健康相談に対応す
る専門職員を配置している
か 

 

     

5-19-3 学生寮の

設置など生活環

境支援体制を整

備しているか 

□遠隔地から就学する学

生のための寮を整備して

いるか 
□学生寮の管理体制、委

託業務、生活指導体制等

は明確になっているか 
□学生寮の数、利用人員、

充足状況は、明確になっ

ているか 

１ ・財政的に、独自の学生

寮を整備することは難

易度が高いことから、

外部業者と提携し、適

切な家賃で安全な学生

寮や学生マンションを

斡旋している。 

 

・申込は学生本人が資料

を確認のうえ行うこ

ととなっているため、

利用者の把握ができ

ていない。 
毎年数名の利用があ

るので把握すべき。 

・安全で寮によっては食

事の心配もなく安心

した学生生活を送れ

る提携学生寮の案内

パンフレットの封入。 
 

・学生寮の位置、収容数、

管理体制に関する資

料・パンフレット 
・連携体制を示す資料 

5-19-4 課外活動

に対する支援体

制を整備してい

るか 

■クラブ活動等の団体の

活動状況を把握している

か 
■大会への引率、補助金

の交付等具体的な支援を

行っているか 
■大会成績など実績を把

握しているか 

３ ・クラブ活動は各クラブ

に対し必ず専任教員が

顧問になり活動状況を

把握している。大会は

顧問もしくは副顧問が

必ず引率している。 

活動費は原則各クラ

ブ 1 万円と定めてい

る。 

・令和 2 年度は感染症対

策の観点で活動を停

止。活動方法を模索

中。 

・現状は感染症が収まる

まで休止の方向。 
 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

奨学金担当・学費担当を配置し、奨学金や学費分納・その他学費相談に随時

対応している。学生生活においても近隣の医療機関との連携やクラブ活動の

支援など様々な方面で学生を支えている。 

本校独自の学費免除規定や学費分納制度を用意している。 

                            



３６ 
 

5-20 （1/1） 
5-20 保護者との連携 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-20-1 保護者と

の連携体制を構

築しているか 

■保護者会の開催等、学校

の教育活動に関する情報提

供を適切に行っているか 
■個人面談等の機会を保護

者に提供し、面談記録を適

切に保存しているか 
■学力不足、心理面等の問

題解決にあたって、保護者

と適切に連携しているか 
■緊急時の連絡体制を確保

しているか 

３ ・学生の学力不足・心理

面等の問題に対し、随

時担任が学生一人一

人の状況に応じて面

談を行っている。場合

によっては保護者を

交えて三者面談を行

っている。 

・急な連絡事項は、学生

ポータルや郵送物で

保護者接点を確保し

た。 

・保護者宛に成績表を郵

送しており、学修状況

について適切に共有

している。 

・ポストコロナに向け、

保護者も出席できる

式典の開催 

・入学式、卒業式の場所

の確保、コロナ対策を

図ったうえでの開催

を計画する 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校はクラス制になっており、各クラスに１名担任が配置されている。クラ

ス担任がその都度個別面談を通じて学生に応じている。その中で学力不足や

心理面で問題を抱えている学生は保護者と密接な連絡をとっている。学費納

入などの問題についても担当を置き保護者と連携を図り進めている。 

本校は経済的困難を抱える学生も多く、分納制度を設けているため、保護者

と学費について話す機会も多い。 

 
 



３７ 
 

5-21 （1/2） 
5-21 卒業生・社会人 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-21-1 卒業生へ

の支援体制を整

備しているか 

■同窓会を組織し、活動状

況を把握しているか 

■再就職、キャリアアップ

等について卒後の相談に適

切に対応しているか 

□卒業後のキャリアアップ

のための講座等を開講して

いるか 

□卒業後の研究活動に対す

る支援を行っているか 

３ ・毎年 1回同窓会を開   

 催し約 50 名前後の参

加いただいているが、

コロナの影響を鑑み、

令和 2 年度～3 年度は

中止した。 

・卒業後も 10年間はキャ

リアカードを保存し、

転職・再就職の支援を

行っている。 

学園 学術研究会 発

 

・参加人数の減少 

・卒業生への対応が個別

指導になっているの

で、体系化したものが

必要。 

 

・卒後支援も学校の強み

としてアピールでき

る仕組み作り（卒後講

座、キャリア報告会の

実施）。 

 

・同窓会に関する資料 

・再就職・キャリアアッ

プに関する相談実績

資料 

・キャリアカード 

 

5-21-2 産学連携

による卒業後の

再教育プログラ

ムの開発・実施に

取組んでいるか 
  

■関連業界・職能団体等と

再教育プログラムについて

共同開発等を行っているか 

■学会・研究会活動におい

て、関連業界等と連携・協

力を行っているか 

３ ・東京都私立幼稚園連合

会・東京都民間保育園協

会・群馬県私立幼稚園協

会などと連携を組み、学

会や交流会を開催してい

る。 

・特になし ・特になし  

5-21-3 社会人の

ニーズを踏まえ

た教育環境を整

備しているか 

■社会人経験者の入学に際
し、入学前の履修に関する
取扱いを学則等に定め、適
切に認定しているか 
■社会人学生に配慮し、長
期履修制度等を導入してい
るか 
■図書室、実習室等の利用
において、社会人学生に対
し配慮しているか 
■社会人学生等に対し、就
職等進路相談において個別
相談を実施しているか 
 
 

４ ・社会人学生に配慮し、

夜間コースを設置する

とともに、昼間コース

においても週 3日と週

5 日の授業パターンを

設置。生活パターンに

配慮している。 

・図書室・自習室も夜間

まで開室している。 

・希望者へは個別での就

職相談を随時行ってい

る。 

・特になし ・特になし ・単位認定等に関する規

定、実績資料 

・単位認定科目・認定者

一覧 

・施設・設備の共用状況

資料 

・個別相談に関する資料 



３８ 
 

5-21 （2/2） 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業生へ対し、就職相談室や卒後のキャリアアップの為の講座、講義等開校

を計画している。 
10年間のキャリアカードの保存で卒業生の動向が記録されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



３９ 
 

基準６ 教育環境 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
学校教育において、一人ひとりに確かな学力、豊

かな心、健やかな体をバランスよく育む環境を提供

するための、必要最低限な施設設備を備えることは

不可欠である。また、本校では、学生一人ひとりの

学習意欲を高め、夢の実現に向けて、熱意と向上心

をもって勉学に励むことのできるカリキュラム構

成や環境づくりに努めている。   
 
保育・教育の現場において、保育実習・教育実習

（学外実習）を履修する。施設援助の実際を習得し、

保育者・教育者としての理解と自覚を高めることを

目的としており、毎年多くの学生が実習を体験して

いる。ここでは、総合的に実践する応用能力を養い、

課題を克服するなど効果的な実習の実現に向け取

り組んでいる。 
 実習指導に関する内容や事前・事後指導において

は、実習担当教員がチームで対応して力を入れてお

り、学生が学内で学んだ知識や技術を十分に発揮で

きるよう努めている。 
 
学生個別のニーズに合った実習先の確保と実習

中のフォロー体制が課題である。 

今後も、指定保育士養成施設指定基準で定められ

る事項を遵守し、継続していく。更にこれらを充実

させるために、職業教育機関としての目的や性格を

全教職員が理解するとともに、組織及び施設につい

て、その機能が十分発揮できるよう努めていきた

い。 
 
今後も学生の最善の学びを考慮した実習を展開

していく。そのためには、実習指導のプログラムの

構成や実習指導に関する内容を組織的に共有する

ための取り組みを一段と強化し、充実させていかな

ければならない。 
また、実習施設に対して、定期的且つ密接な連携

体制と、信頼関係を構築することが大切である。本

校と実習施設が指導内容や評価基準などについて

価値観を共有し、学生の学びの成長を助長していき

たい。 
 
 本校に入学するまでの経歴や年齢など様々な属

性の学生がいる中、個々の学生の状況をくみ取った

上で、充実した学びのできる実習先を確保したい。 
また実習前の準備、実習中・実習後のフォロー体制

を充実させたい。 

Ⅰ、実習の履修 
＜保育実習Ⅰ－１＞ 
保育所で 90 時間以上の実習 
＜保育実習Ⅰ－２＞ 
児童福祉入所・通所施設で 90 時間以上の実習 
＜保育実習Ⅱ＞ 
保育所で 90 時間以上の実習 
又は児童福祉入所・通所施設で 90 時間以上の実習 
＜保育実習Ⅲ＞ 
児童福祉入所・通所施設で 90 時間以上の実習 
＜教育実習＞ 
幼稚園で実質 4 週間の実習 
 
Ⅱ、実習の内容 
見学実習、観察実習、参加実習、部分実習、責任実

習（全日実習） 
 
 
＜保育現場での活動プレ実習＞ 
上記実習のほかに 1 年次に行う保育体験。保育実習

Ⅰ－１にスムーズに臨めるように、慣らし実習の意

味・目的としている。 
 
一部の実習先は入学前に確保する必要がある。 

 



４０ 
 

6-22 （1/2） 
6-22 施設・設備等 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-22-1  教育上の

必要性に十分対

応した施設・設

備・教育用具等を

整備しているか 

■施設・設備・機器類等は設

置基準、関係法令に適合し、

かつ、充実しているか 
■図書室、実習室など、学生

の学習支援のための施設を

整備しているか 
■図書室の図書は専門分野

に応じ充実しているか 
■学生の休憩・食事のための

スペースを確保しているか 
■施設・設備のバリアフリー

化に取組んでいるか 
■手洗い設備など学校施設

内の衛生管理を徹底してい

るか 
■卒業生に施設・設備を提供

しているか 
■施設・設備等の日常点検、

定期点検、補修等について適

切に対応しているか 
■施設・設備等の改築・改

修・更新計画を定め、適切に

執行しているか 

 ３ ・施設設置基準、関係法

令適合に努め、基準施

設等を完備。図書室に

は保育に関する書籍を

中心に、専門書籍を取

り揃えている。また、

更なる学生の学力向上

を目指し、自習スペー

スの設置、書籍検索シ

ステム、Wi－Fi を整備

している。 

・オンライン授業用にパ

ソコン・タブレットを

貸出用に購入。 

・2階の学生ホールには、

自動販売機、コピー機

や飲食スペースを完

備。4階には就職相談室

を設け、進路指導にお

いては在校生のみなら

ず、卒業生も相談室を

訪れている。さらに、4

階にはカウンセリング

室を設置。 
 

・1階入口より各階教室へ

のバリアフリー化は進

んでいるが、トイレに

おいては躯体・構造上

バリアフリー化が困難

であり課題となってい

る。 
 

・経年劣化が進んでいる

エアコンと屋上受変電

設備の改修が必要。屋

上受変電設備改修後に

調理実習室の改修を予

定。 
 

施設、設備一覧、 

設置基準、関係法令 

 

 

 

施設・設備利用状況

に関する資料 

 

 

設備の点検管理表 

 

 

改築・回収・更新計

画と実施状況資料 
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6-22 （2/2） 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

ポストコロナを見据えた学校内の環境をどうするか、学内コンセンサスを図

るとともに、改修計画を組む予定。 
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6-23 （1/2） 
6-23 学外実習、インターンシップ等 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-23-1 学外実習、

インターンシッ

プ、海外研修等の

実施体制を整備

しているか 

■学外実習等について、意

義や教育課程上の位置づけ

を明確にしているか 
 
■学外実習等について、実

施要綱・マニュアルを整備

し、適切に運用しているか 
 
■関連業界等との連携によ

る企業研修等を実施してい

るか 
 
■学外実習について、成績

評価基準を明確にしている

か 
 
■学外実習等について実習

機関の指導者との連絡・協

議の機会を確保しているか 
 
■学外実習等の教育効果に

ついて確認しているか 
 
■学校行事の運営等に学生

を積極的に参画させている

か 
 

４ ・学外実習等の意義や教

育課程上の位置づけに

ついては、各施設実習

要項に明記しており、

適切に運用している。 
・初年次学生に対して、

産学連携週を授業期間

内に設定し、文部科学

省委託事業として、連

携企業（保育園）で『保

育現場での活動』とし

て、連携企業にて保育

園見学を実施してい

る。 
・現状実習の成績評価に

ついて、学校で作成し

た評価表を実習先に送

付し、評価を実習先に

依頼している。 
・学生の実習中に担当教

員が実習先を訪問し、

協議・連携しながら指

導にあたっている。  
・コロナ禍での学外実習

の実施については、時

期をずらす、園を変更

する実習候補先と 2 週

間尾ステイホームなど

して資格取得に必須

の、綿密なやり取りを

 

・今後、社会的状況の変

化に伴い実習要綱も

リニューアルの必要

がある。  
・初年次学生向けの『保

育現場での活動』の実

施数増加に伴い、見学

園数実習の意義など

についての理解が薄

い学生・保護者がい

る。また、学生本人の

経験値の違いによっ

て取り組む姿勢に違

いがある。 
・定員増に伴い実習先数

が増加するので、新規

実習先とも丁寧に協

議・連携の必要があ

る。  
・実習園に対して示す、

実習の成績評価に関

する基準を検討して

いく必要がある。 
・コロナ禍で実習の延

期・中止が多く、その

たびに交渉や新たな

開拓が必要となる。加

えて、授業期間中の実

習も激増し、その対応

が必要に 

 

・状況情報収集を密に

応じて、し、必要と

あれば迅速に実習要

綱の改定もしくは説

明資料追加の検討リ

ニューアルを行う。  
・産学連携週の『保育

現場での活動』の、

連携企業での保育園

見学を受け入れてく

れている法人・園に

対し、情報共有や目

的の説明を引き続き

丁寧に行っていく。 
・保育園見学時につい

ては見学時の観点を

設定しており、さら

にふり返り時の項目

をきっかけに現場指

導者の方と具体的な

ふり返りを想定して

いる。 
・コロナの影響で実習

が延期や中止になっ

た場合には、代替案

を早めに検討し、連

携法人等の力も借り

ながら進めていく必

要がある。 
 

 

・各実習要項 
・文部科学省委託事業

の資料 
・実習成績評価に関す

る資料 
・実習報告会の資料 
・行事に関する資料 

書式変更: インデント : 最初の行 :  0 字
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■学校行事の運営等に学生

を積極的に参画させている

か 
 
 
■卒業生・保護者・関連業

界等、また、学生の就職先

に行事の案内をしているか 
 

 
 
 
 
 
 

アンケート等で教育効果

について随時確認して

いる。  
・コロナ禍で学校行事を

縮小せざるを得なかっ

たが、感染症対策を徹

底して行った行事に関

して、学生から実行委

員を募るなど、学生が

中心となった運営をし

た。 
・コロナ禍の中、学校行

事自体が縮小し、参加

についても人数を制限

していたので、周知に

は至らなかった。・学

校行事の内容に沿っ

て、卒業生や保護者・

関連業界にも行事案

 

・主婦、社会人など子育

て・仕事と修学を両立し

ている学生は学校行事

に参加しにくくなって

いる。また、コロナ禍の

中実施する行事自体の

検討が必要。 
・案内の範囲が広く、

周知されているか不明 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・行事参加を授業に振

替える、行事は平日開

催のみにする等、可能

な範囲で調整する。 
・感染症対策をしっか

り計画して実施する必

要がある。・複数の就職

実績のある施設や、連

携企業等に案内範囲を

絞ることも検討する。 

 

 
 
 
 
 

6-23 （2/2） 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

資格取得のための学外実習、インターンシップ等については、指定保育士養

成施設に求められる学習カリキュラムに乗っ取り実施している。さらに実習

前の『保育現場での活動』や実習報告会を実施するなど、実習前・実習後の

指導も丁寧に行っている。 
連携企業とも協力し、働きながら学ぶ学生の支援も実施している。 

文部科学省委託事業で開発した、ふり返りシステムを用いて『保育現場での

活動』を行えるよう、改修・導入を予定しているを受託、3 年間の研究報告を

行ったが、さらに延長し、追加の研究を行い、発表した。 
働きながら学ぶ学生のために、協力支援が可能な連携企業を募っており、年々

増加している。 
 

 
 
 
 

書式付きの表
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6-24 （1/2） 
6-24 防災・安全管理 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-24-1 防災に対

する組織体制を

整備し、適切に運

用しているか 

■学校防災に関する計画、

消防計画や災害発生時にお

ける具体的行動のマニュア

ルを整備しているか 

■施設・建物・設備の耐震

化に対応しているか 

■防災・消防施設・設備の

整備及び保守点検は法令に

基づき行い、改善が必要な

場合は適切に対応している

か 
■防災（消防）訓練を定期
的に実施し、記録を保存し
ているか 
■備品の固定等転倒防止な

ど安全管理を徹底している

か 

■学生、教職員に防災教

育・研修を行っているか 

２ ・毎年 9月のオリエンテ

ーション時に、避難訓

練を実施しているが、

令和 3年度はコロナ禍

もあり、全体での訓練

は見送った。なお、具

体的な行動マニュアル

は年に一度見直しをし

ている。 

・定期設備点検を年 2回

実施している。 

・各フロアには避難図の

掲示をし、学生が常時

確認できる環境であ

る。防災用品専用の倉

庫もあり、備蓄の管

理・チェックをしてい

る。 

 

・令和 4年度は訓練を実

施する。 
・スムーズに訓練を行え

るよう、マニュアルを

再確認する。 

学生便覧 
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6-24-2 学内にお

ける安全管理体

制を整備し、適切

に運用している

か  

■学校安全計画を策定して

いるか 

■学生の生命と学校財産を

加害者から守るための防犯

体制を整備し、適切に運用

しているか 

■授業中に発生した事故等

に関する対応マニュアルを

作成し、適切に運用してい

るか 

３ ・防犯対策やセキュリテ

ィー、警備等について

は警備会社に、建物の

保守は、専門業者に委

託し管理を行ってい

る。 

・災害や事故が発生した

時にはすぐに行動でき

るようにマニュアルを

作成している。 

・授業中に発生した事故

に対するマニュアルを

細かく文書化する必要

がある。 

・既存のマニュアルを最

適化し教職員に周知、共

有を図る。 

学生便覧 

 
6-24 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-24-2 続き ■薬品等の危険物の管理に
おいて、定期的にチェック
を行うなど適切に対応して
いるか 
■担当教員の明確化など学
外実習等の安全管理体制を
整備しているか 

３ 
 

 

 

 

 

・実習に携わる担当は明

確化されており、担当

教員が常に共有・連携

している。保険も加入

している。 

・手指消毒用のアルコー

ルの管理をしっかりと

行う。 

・火気の近くでは使用し

ない、詰替えを行う場所

では換気を行う、直射日

光が当たる場所に保管

することはしない。 

・東京消防庁資料 

 
 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

現在策定されている防災計画をもとに、学生・教職員の安全をしっかり守れ

る体制を整備していく。そのうえで、授業中の事故防止策について、専任教

員だけでなく非常勤講師も同じ目線で取り組むことが必要である。 

引き続き、災害時の行動マニュアル等を最適化する。防災品の備蓄状況を適

宜確認、補充する。 
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基準７ 学生の募集と受入れ 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
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・本校の教育理念、求める人材像「子どもに生きる

人」とともに、学習のコンセプト「体感」「体験」

「体得」をキーワードに、入学希望者の望む学習

に応えられる学校であることを適切に伝える。 

 

・「学校案内」「学生募集要項」等のツールをはじめ、

ホームページ上での情報発信や各媒体への出稿、

募集イベントを通じ、入学希望者の属性・ニーズ

に合った適切かつ十分な情報提供・広報活動を行

う。 

 

・在学中に何を学び、どんな力がつき、どんな資格

が取得できるかを明示、また実習、就職指導内容

や就職データを明示することで、入学希望者が在

学中～卒業後のキャリアまでをイメージできる

ようにする。 

 

・オープンキャンパス等のイベント参加者／出願者

／入学者に対し、アンケート調査を実施してい

る。学校選択の基準や、入学検討時に適切な情報

提供がなされているかについて、より正確な状況

把握・分析と募集活動の適正化をはかる。 

 

・学生の受け入れにあたり、入学希望者の属性や入

試時期に合わせた募集情報の提供を行う。 

 

・来校時の個別相談等で得られた入学希望者一人ひ

とりについての情報を学内で共有することで、よ

り精度の高い入試運営へとつなげ、本校と入学志

願者双方のミスマッチを防ぐ。 

・広報は自校ホームページだけでなく、複数の SNS

も活用している。 

 

・入学希望者の多様な属性・希望に合わせた募集イ

ベントを実施している。 

（体験授業／オープンキャンパス／学費相談会等） 

 

・安心して入学・学習に専念できるよう、本校独自

の学費減免制度や学費サポート、入学前学習(ピア

ノレッスン・資格取得講座)などを実施している。 
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7-25 （1/2） 
7-25 学生募集活動 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-1 高等学校

等接続する教育

機関に対する情

報提供に取組ん

でいるか 

■高等学校等における進学

説明会に参加し教育活動等

の情報提供を行っているか 

■高等学校等の教職員に対

する入学説明会を実施して

いるか 

■教員又は保護者向けの

「学校案内」等を作成して

いるか 

４ 
 

・本校の教育理念・教育

方針・アドミッショ

ン・ポリシーを明確に

入学パンフレット・募

集要項に記載し、入学

希望者が正しく学校選

択ができるよう努めて

いる。また、高等学校

内や本校において、入

学ガイダンスを実施

し、本校の特徴や授業

 

・コロナ禍ということも

あり、今年度は高等学校

における進学ガイダン

スに参加できなかった。 

・学校ガイダンスへの参

加および模擬授業の実

施をすることを検討す

る。
 

・学校案内パンフレッ    
 ト 

7-25-2 学生募集

を適切かつ効果

的に行っている

か 

■入学時期に照らし、適切

な時期に願書の受付を開始

しているか 
■専修学校団体が行う自主
規制に即した募集活動を行
っているか 
■志願者等からの入学相談
に適切に対応しているか 
■学校案内等において、特

徴ある教育活動、学修成果

等について正確に、分かり

やすく紹介しているか 
■広報活動・学生募集活動
において、情報管理等のチ
ェック体制を整備している
か 
 

 

 

４ 
 

・東京都専修学校各種学

校協会の規制に即し、

AO 入試の開始時期

や出願受付時期を順守

し、募集活動を適切に

実施している。 
・学校のホームページや

パンフレットには、カ

リキュラムの概要やゼ

ミなど本校の学びの特

色などの教育活動を志

願者にわかりやすく掲

載している。 
・志願者の入学相談に関

しては、教職員及び在

校生が応えている。 

・ＳＮＳなどの取り組み

をより強化し、広報活動

や募集活動につなげる。 

・より志願者からの問い

合わせに対応できるよ

うに LINE の個別相談

や SNS の DM などの

質疑応答に対応してい

く。
 

・募集要項 
・学校ＨＰ 
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7-25 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-2 続き ■体験入学、オープンキャ

ンパスなどの実施におい

て、多くの参加機会の提供

や実施内容の工夫など行っ

ているか 

■志望者の状況に応じて多

様な試験・選考方法を取入

れているか 

４ 
 

・オープンキャンパス

を毎週末に実施して

おり、各学科の学びの

特徴を体験できる模

擬授業を行うほか、園

や施設からゲストス

ピーカーを招聘して

いるなど毎回プログ

ラム内容を創意工夫

している。 

・特になし ・特になし  

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

今後、大学全入時代・少子高齢化が進み、ますます厳しくなることが予想さ

れる専門学校の募集状況下において、本校の独自性を意識しながら他校との

比較の上で募集計画を立て、それを確実に実行できるよう、学内の募集活動

体制を整備する必要がある。また企業や他校との連携を強化し、新たな学び

の機会創出に努めている。 

特になし 
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7-26 （1/2） 
7-26 入学選考 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-26-1 入学選考

基準を明確化し、

適切に運用して

いるか 

■入学選考基準、方法は、

規程等で明確に定めている

か 
■入学選考等は、規程等に

基づき適切に運用している

か 
■入学選考の公平性を確保

するための合否判定体制を

整備しているか 

４ 
 

・公益社団法人東京都専

修学校各種学校協会の

自主規制ルールを遵守

し、募集要項の記載内

容は誤解を与える表記

がないように努めてい

る。 

・アドミッション・ポリ

シーを明確に定め、選

考は公平性を確保する

ため、面接は 2名の教

員を配置し、入学合否

は校長・副校長(入試判

定委員長)・学科長(入

試判定委員)が決定し

ている。 

・どの面談者が AO 面談

を実施しても公平かつ

適切な質問・評価ができ

るようにする。
 

・面談の質問項目の見直

しをおこない、適切かつ

公平性を確保した入試

選考基準になるよう議

論を重ね決定する。 

・ＡＯエントリー面談評

価表 

・評価基準 

・面接評価表 

 

 

7-26-2 入学選考

に関する実績を

把握し、授業改善

等に活用してい

るか 

■学科毎の合格率・辞退率

などの現況を示すデータを

蓄積し、適切に管理してい

るか 

■学科毎の入学者の傾向に

ついて把握し、授業方法の

検討など適切に対応してい

るか 
■学科別応募者数・入学者
数の予測数値を算出してい
るか 
■財務等の計画数値と応募
者数の予測値等との整合性
を図っているか 
 

４ 
 

・データ情報は細かく数

値化し、毎週全教職員

で共有する。学科別の

志願者数・入学者数・

入学者傾向などは次年

度の学生募集やカリキ

ュラム編成・学生指導

に活かしている。 

また各データを鑑み

た上での入学者数の

予測値を算出し、最終

的には財務面との整

合性を図っている。 

・入学者の傾向や新入生

アンケートの結果によ

り授業方法や魅力的な

カリキュラムの構築に

繋げられるようにする。


 

・分野別会議などを通じ

て検討を進めていく。
 
・学生情報管理システム 

 



５１ 
 

 
7-26 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
入学選考基準については、ルールの順守や公平性の確保を図るための体制を

整備している。また学科毎のデータを適切に管理し、次年度の学生募集やカ

リキュラム編成・学生指導に活かしている。 

特になし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



５２ 
 

7-27 （1/1） 
7-27 学納金 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-27-1 経費内容

に対応し、学納金

を算定している

か 

■学納金の算定内容、決定

の過程を明確にしているか 

■学納金の水準を把握して

いるか 
■学納金等徴収する金額は
すべて明示しているか 

４ 

 

・毎年首都圏の養成校の

学納金一覧を作成し、

学納金の水準を把握し

ている。 
・入学者に対しては「学

費納入のご案内」で学

納金の具体的な内訳を

明示し徴収をおこなっ

ている。 

・学費や減免制度につい

て、全教職員が志願者に

適切に説明できるよう

周知徹底を図る。 

・説明資料として「学費

一覧表」「学費減免制度

併用パターン表」の情報

更新をし、全教職員が学

費の説明がしやすいよ

う整備する。 

・学則 
・学生便覧 
・学費シミュレーション 

7-27-2 入学辞退

者に対し、授業料

等について、適正

な取扱を行って

いるか 

■文部科学省通知の趣旨に

基づき、入学辞退者に対す

る授業料の返還の取扱いに

対して、募集要項等に明示

し、適切に取扱っているか 

４ 

 

・入学辞退者に対する授

業料の返還に関して

は、文部科学省の方針

に従い、「入学募集要

項」やホームページに

記載し、適正に取り扱

っている。 

・特になし ・特になし  

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学科申請時の予算編成時において経費内容に対応した学納金の算定をしてい

る。また入学辞退者に対しての授業料返還等についても、文部科学省の方針

に従い、適切に対処している。 

特になし 

 
 
 

 



５３ 
 

基準８ 財 務 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
・本校の財務状況は、学生数の増加に伴い事業活動

収入が増加傾向であるが、更に、入学定員確保、

中途退学者の削減、事業活動における経費を見直

すことで、安定的な経営を目指している。 
 
・財務基盤の安定化には、継続的に安定した入学者

を確保し、かつ、退学者の抑制を図ることが最重

要課題である。加えて、経費の見直しや効率化に

よる経費削減を図りつつ、教育効果・学生満足度

の向上を見据えたバランスのとれた学校運営を

行っていく必要性を強く感じている。 

・中期計画に基づき、財務基盤の安定を損なわない

程度で、教育施設設備の充実を図る等、入学者の

定員確保と退学者の抑制に努める。 
 
・経費の更新契約については、定期的な見直しを行

い、常にコスト削減に努める。 

・学園の集中購買により、定期的な経費の見直しや

効率化が図れる。 
 
・予算統制標準規程の運用により、効果的な予算編

成・執行が可能である。 
 
・内部監査室・公認会計士・監事の連携により、財

務における監査体制が整備されている。 

 



５４ 
 

8-28 （1/2） 
8-28 財務基盤 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-28-1 学校及び

法人運営の中長

期的な財務基盤

は安定している

か 

■応募者数・入学者数及び

定員充足率の推移を把握し

ているか 

■収入と支出はバランスが

とれているか 

■貸借対照表の翌年度繰越

収入超過額がマイナスにな

っている場合、それを解消

する計画を立てているか 
■消費収支計算書の当年度
消費収支超過額がマイナス
となっている場合、その原
因を正確に把握しているか 
■設備投資が過大になって
いないか 
■負債は返還可能の範囲で
妥当な数値となっているか 
 

４ ・令和 3 年度の入学者は、

定員未達となり定員充足

率は 89%であった。引き

続き、３カ年中期計画に

基づき、定員確保に努め

る。 

・事業活動収入は定員充足

率の改善に伴い納付金が

増加、経常収支差額もプ

ラスで推移しており、収

支バランスは取れてい

る。 

・学園の令和 3 年度翌年

度繰越収支差額は、施設

設備の基本金組入により

マイナスとなったが、令

和 5 年度には解消する計

画である。また、必要な

設備投資は行える状況で

ある。負債比率・負債償

還率ともに、設置基準の

範囲である。 

・財務基盤を安定させる

ためには、各学科にお

ける定員確保及び中

途退学者の削減が必

要である。 

・学園行動指針である

「チェンジアンドチ

ャレンジ」・「スチュー

デントファースト」を

実行し、競争力強化に

努める。 
 

・事業活動報告参考資料 
（入学者数報告） 
（在校生数報告） 
・事業活動収支内訳表 

8-28-2 学校及び

法人運営に係る

主要な財務数値

に関する財務分

析を行っている

か 

■最近 3 年間の収支状況

（消費収支・資金収支）に

よる財務分析を行っている

か 

■最近 3 年間の財産目録・

貸借対照表の数値による財

務分析を行っているか 

 

３ ・適切な財務運営を行うた

め、毎年、収支状況およ

び貸借対照表の財務分析

を行っている。令和 3 年

度は、経常収支差額比率

が 4％であり、全国平均

値を下回る結果であっ

た。貸借対照表関連比率

は、昨年に比べ、大きな

変動はなく、安定的な値

で推移している。 

・主要な財務比率状況に

ついては、教職員の管

理職層にまで広げ、収

支意識の強化に努め

る必要がある。 

・財務分析に基づいた中

期計画を立て、予算・

収支計画の策定及び、

その執行体制を整備

する。 

・特になし 



５５ 
 

8-28 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-28-2 続き ■最近 3 年間の設置基準等

に定める負債関係の割合推

移データによる償還計画を

策定しているか 

■キャッシュフローの状況

を示すデータはあるか 

■教育研究費比率、人件費

比率の数値は適切な数値に

なっているか 

■コスト管理を適切に行っ

ているか 

■収支の状況について自己

評価しているか 

■改善が必要な場合におい

て、今後の財務改善計画を

策定しているか 

４ ・令和 3度の負債率は 20．

4％、負債償還率が 5.3％

であり、設置基準を満た

している。令和 3年度の

負債償還計画を基に、計

画的に返済を進めてい

る。 

経理規程に基づき、月次

試算表を作成し、四半期

ごとに学園運営会議で

報告している。また、収

支の均衡状況把握のた

め、比較財務報告書を作

成し、予算管理を行って

いる。 

稟議制度により、2 社以

上の見積もりを行い、適

正な支出額の把握に努

めている。また、学園の

集中購買により、経費削

減にも努めている。必要

な財務改善が発生した

場合は、翌年の予算編成

方針に反映させている。 

 

・経費の更新契約につ

いては、定期的な見

直しを行い、コスト

削減を図る必要が

ある。 

・学園の集中購買によ

り、定期的な経費の見

直しを行い、コスト削

減に努める。 

・特になし 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

財務基盤の安定化には、継続的に安定した入学者を確保することが最重要課

題であり、経費の見直しや効率化による経費削減を図りつつも、教育活動の

財源確保に努め入学者の確保に努める。 

学園の集中購買により、定期的な経費の見直しや効率化が図れる。 

 



５６ 
 

8-29 （1/1） 
8-29 予算・収支計画 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-29-1 教育目標

との整合性を図

り、単年度予算、

中期計画を策定

しているか 

■予算編成に際して、教育

目標、中期計画、事業計画

等と整合性を図っているか 
■予算の編成過程及び決定

過程は明確になっているか 

４ ・中期事業計画を年度の

予算編成方針に反映さ

せ、予算編成要領に沿

って明確な予算編成に

努めている。また、予

算統制標準規程に基づ

き、予算会議において、

各予算単位の予算原案

を審議、学園経営会議

で原案を決定、3 月の

理事会・評議員会で審

議決定している。 

・特になし。 ・特になし。 ・特になし。 

8-29-2 予算及び

計画に基づき、適

正に執行管理を

行っているか 

■予算の執行計画を策定して

いるか 

■予算と決算に大きな乖離を

生じていないか 

■予算超過が見込まれる場

合、適切に補正措置を行って

いるか 

■予算規程、経理規程を整備

しているか 

■予算執行にあたってチェッ

ク体制を整備するなど誤りの

ない適切な会計処理行ってい

るか 

４ ・予算執行については、

予算統制標準規程の第

6章「予算の実行」・第

7 章「予算実績の対照

及び差異分析」に基づ

き実行している。 

・予算執行については、

一部、大科目間の流用

にて対応しているが、

稟議書と予算流用書の

提出により、予算と決

算に乖離が生じないよ

う努めている。 

・特になし。 ・特になし。 ・経理規程 
・予算統制標準規程 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

予算については、予算統制標準規程に基づき進めており、適切な予算編成及

び管理が行われている。 
予算統制標準規程の運用により、効果的な予算編成・執行が可能である。 



５７ 
 

 
8-30 （1/1） 

8-30 監査 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-30-1 私立学校

法及び寄附行為

に基づき、適切に

監査を実施して

いるか 

■私立学校法及び寄附行為
に基づき、適切に監査を実
施しているか 
■監査報告書を作成し理事
会等で報告しているか 
■監事の監査に加えて、監
査法人による外部監査を実
施しているか 
■監査時における改善意見
について記録し、適切に対
応しているか 

４ ・本学園の寄附行為第 16

条に「監事が財産の状

況を監査し、毎年会計

年度終了後、2 ヶ月以

内に理事会及び評議員

会に提出する」とあり、

これを方針としてい

る。 

・公認会計士による外部

監査を行い、内部監査

室長、財務経理部長の

立ち合いの下、監事監

査を受ける。 

・監事は、監事監査報告

書を作成し、理事会・

評議員会に提出してい

る。 

・内部監査と外部監査に

より、財務諸表の妥当

性が担保されている

が、継続し適正性を確

保する必要がある。 

・内部監査室・公認会計

士・監事と連携を図

り、適正な財務諸表作

成に努める。 

・理事会議事録 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

財務における会計監査は適正に行われている。内部監査室における会計監査、

公認会計士の外部監査、監事監査を行い、監事が監査報告書を作成、理事会

に提出している。 

内部監査室・公認会計士・監事の連携により、財務における監査体系が整備

されている。 

 



５８ 
 

8-31 （1/1） 
8-31 財務情報の公開 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-31-1 私立学校

法に基づく財務

公開体制を整備

し、適切に運用し

ているか 

■財務公開規程を整備し、

適切に運用しているか 
■公開が義務づけられてい

る財務帳票、事業報告書を

作成しているか 
■財務公開の実績を記録し

ているか 
■公開方法についてホーム

ページに掲載するなど積極

的な公開に取組んでいるか 

３ ・本学園は、財務書類等

閲覧規程に沿って、閲

覧希望者に財産目録・

収支計算書・貸借対照

表・事業報告書・監査

報告書を開示してい

る。 
また、学園の HPにて、

財務諸表を公開して

いる。 

特になし。 
 

特になし。 
 

・財務書類等閲覧規程 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

特になし。 
 

特になし。 

 
                            
 
 
 
 
 
 



５９ 
 

基準９ 法令等の遵守 
 

総括と課題 今後の改善方策 
特記事項（特徴・特色・

特殊な事情等） 
【法令等の遵守】 
本校が守るべき教育に係る法令などの主なものは次の通りである。 
・教育基本法・学校教育法・専修学校設置基準・私立学校法・児童福祉法

など 
校舎など建物の維持管理のうえで遵守すべき法令などは次の通りである。 
・建築基準法・消防法など 
そして教職員や学生に係る法令などは次の通りである。 
・学校保健法・個人情報保護法など 
以上のとおり本校が遵守すべき法令等は多岐にわたり、結果、所管庁につ

いても文部科学省、厚生労働省、東京都、新宿区等と関係団体は幅広い。

従って、学校運営において申請・届出・報告等の業務が、内容・期日にお

いても重複することが多く、また業務繁忙期に重なることとなる。 
その様な状況において、外部業者等の関係者と協力しつつ、関係法令を遵

守し、申請・届出・報告等の業務について遺漏・遅滞なく提出されている。 
【個人情報保護】 
学生・教職員の個人情報の保護は、重大な社会的責任と認識し、個人の権

利保護、法令の遵守を目指すために「個人情報保護方針」を定め、ＨＰに

公開している。 
また、「個人情報保護マニュアル」を策定し、個人情報保護に関する管理

レベルの維持・向上、情報主体への安心感の提供と満足の向上を目指して

いる。 
【自己点検・自己評価】 
平成２３年度以降、自己点検・自己評価を実施し報告書を作成し、教職員

等へ公開するとともに、ＨＰで報告書を公開。 
平成２６年度には第三者評価も実施。以降毎年 2 回授業アンケートを実施

し、各教員による振り返りを実施。 

【法令等の遵守】 
法令等の趣旨・目的・内容の理解を高める。 
新しい制度（法律）発足時には、研修等の手段をとお

し、普及啓発に努め、規程整備をすすめた。 
しかし現状では、規定整備・規定理解の向上について

はやや弱い傾向がある。 
今後は各官庁への申請・届出・報告のチェックリスト

を作成し、関係規程の見直し・提出書類の事前チェッ

クに役立てていく。さらに他の分野においても複数年

を含む年次計画・チェックリストを作成し遺漏・遅滞

ない提出を徹底する。 
【個人情報保護】 
法令の施行されたときに作成された「個人情報保護方

針」「個人情報保護マニュアル」について常に見直し、

改定作業を進めていく。 
【自己点検・自己評価】 
毎年度、継続的に実施する体制の整備。 
毎年度 2 回の授業アンケートの実施を決定。 
そして第三者評価の内容の周知徹底を図り、今後の業

務改善に役立てる体制をつくる。 
 

・個人情報保護方針 
・個人情報保護マニュア  
 ル 
・ハラスメント委員会に

よる教職員向け「ガイ

ドブック」 
 

 
9-32 （1/1） 
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9-32 関係法令、設置基準等の遵守 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-32-1 法令や専

修学校設置基準

等を遵守し、適正

な学校運営を行

っているか 

■関係法令及び設置基準等

に基づき、学校運営を行う

とともに、必要な諸届等適

切に行っているか 
■学校運営に必要な規則・

規程等を整備し、適切に運

用しているか 
■セクシュアルハラスメン

ト等ハラスメント防止のた

めの方針を明確化し、防止

のための対応マニュアルを

策定して適切に運用してい

るか 
■教職員、学生に対し、コ

ンプライアンスに関する相

談受付窓口を設置している

か 
■教職員、学生に対し、法

令遵守に関する研修・教育

を行っているか 

４ ・関係行政・団体に対す

る申請・届出業務を事

務長に一本化し、適切

な対応を行っている。 
・ハラスメントについて

はハラスメント委員会

を設置。教職員にはマ

ニュアル作成ととも

に、外部講師による勉

強会を実施。学生には

学則及び学生便覧にて

広報。 
・相談窓口は、担当を設

置し担当が中心で行

う。外部弁護士も対応

可能。 
・会議及び通知文で啓発。

必要に応じて集合の勉

強会を実施。 

・時代に則した学則の

変更と迅速な対応。 
・変更点の周知徹底。 
・学生に向けた相談室

に関する広報不足。 
・定期的な集合研修を

増やす必要あり。 

・平成２６年度より、

管理職による「学校

経営会議」を発足。

毎週実施することで

ガバナンスを強化。

法令にまつわる判断

が早くなった。 
・毎月、全教職員が集

まる「全体会」を実

施。全教職員への周

知徹底を図ってい

る。 
・クラスルームを利用

した学生への広報の

強化。 
・集合研修については

外部講師や設置法人

や系列学校との共同

で取り組む。 

・教職員向けハラスメ

ントガイドブック 
・学則 
・学生便覧 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

設置法人も含めて法令等を遵守し、適正な運営をする。「学校経営会議」の設

置により、法令順守・ガバナンスは格段に強化された。今後は管理職・教員

だけでなく、全教職員や学生への啓発も強化する。 

特になし 
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9-33 （1/1） 
9-33 個人情報保護 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-33-1 学校が保

有する個人情報

保護に関する対

策を実施してい

るか 

■個人情報保護に関する取

扱方針・規程を定め、適切

に運用しているか 
■大量の個人データを蓄積

した電磁記録の取扱いに関

し、規程を定め、適切に運

用しているか 
■学校が開設したサイトの

運用にあたって、情報漏え

い等の防止策を講じている

か 
■学生・教職員に個人情報

管理に関する啓発及び教育

を実施しているか 

４ ・「個人情報保護規程」に

おいては法対応に基づ

いた改定も行いつつ、

適切に運用できるよう

取り組んでいる。 
・個人情報の漏洩防止の

ため、書庫は鍵を掛け、

PC は使用者がパスワ

ードを設定し、管理し

ている。 
・学校のホームページは、

情報漏洩策を講じてい

る。 
・教職員のリテラシーに

差があるため、個別に

啓発している。 
 

・個人情報へのアクセス

権限の見直しの検討

（権限付与は最小限

に） 
・現状大きなトラブルは

ないが、より一層注意

した対応を取ってい

く。 
・学生への啓発の強化。 
・学生に対して、SNS に

よる個人情報の漏洩

に関する勉強会を行

う必要がある。 

・「個人情報保護方針」

のより高いセキュリ

ティーレベルへの見

直し。 
・クラスルーム等を利用

した学生への啓発強

化。 
 

・個人情報保護方針 
・個人情報保護マニュア

ル 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校が保有する個人情報については、諸規程の整備により適切に運用され、

大きな事故は起こってはいない。一方で継続的な諸規定の強化や学生への啓

発は、更なる強化をしていく。 

特になし 
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9-34 （1/2） 
9-34 学校評価 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-34-1 自己評価

の実施体制を整

備し、評価を行っ

ているか 

■実施に関し、学則及び規
程等を整備し実施している
か 
■実施に係る組織体制を整

備し、毎年度定期的に全学

で取組んでいるか 

■評価結果に基づき、学校

改善に取組んでいるか 

３ ・学則第 1 章 総則第 4
条（自己点検・評価） 

・平成 24 年度年より自

己評価を実施。全教

職員で体制を確立し

運営している。 
・平成 26 年度より授業

アンケートを実施。 
・平成 26 年度に第三者

評価も実施。 

・各部署、担当者への

適切な割り振りや、

自己評価の取り組み

はできている意義づ

けが、改善の実行に

ついては徹底できて

いない部分もある十

分でない。 

・改善策を構築しその

実施を目指す。 
・自己評価・学校評価

委員会検討の会議体

を発足させる。教学

マネージメントとの

基礎としての位置づ

けをし、PDCA を回

すための基礎とす

る。 

・学則 
・自己評価・学校関係

者評価委員会議事録 

9-34-2 自己評価

結果を公表して

いるか 

■評価結果を報告書に取り

まとめているか 

■評価結果をホームページ

に掲載するなど広く社会に

公表しているか 

４ ・ホームページ上にて

報告書を公表してい

る。トップページか

らの直接アクセスを

可能にしている。 

・特になし ・特になし。 ・自己評価報告書 

9-34-3 学校関係

者評価の実施体

制を整備し評価

を行っているか 
 
 
 
 
 

■実施に関し、学則及び規

程等を整備し実施している

か 

■実施に際して組織体制を

整備し、実施しているか 

□設置課程・学科に関連業

界等から委員を適切に選任

しているか 
■評価結果に基づく学校改
善に取組んでいるか 
 
 

３ ・学則第 1 章 総則第 4
条（自己点検・評価） 

・関連業界（社会福祉法

人・公益財団法人）か

ら委員が参加する「学

校関係者評価委員会」

を設置。令和 2 年度は

令和 3年 2月 25日と 3
月 1 日の 2 回をオンラ

インで開催。それぞれ

8 名と 7 名の外部委員

が参加した。 

・学校関係者評価の項

目、委員の選出の課

題がある。学校の教

育活動全般を評価す

る委員会にする必要

がある。 

・学校関係者評価委員

のメンバーを新たに

再編。有識者や保育

関連団体の代表者な

ど、幅広い視点を持

った委員の方を招聘

する。 

・学則 
・学校関係者委員会議

事録 

書式を変更: フォントの色 : 自動

書式を変更: フォントの色 : 自動

書式を変更: フォントの色 : 自動

書式を変更: フォントの色 : 自動

書式を変更: フォントの色 : 自動

書式を変更: フォントの色 : 自動
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9-34-4 学校関係

者評価結果を公

表しているか 

■評価結果を報告書に取り

まとめているか 

■評価結果をホームページ

に掲載するなど広く社会に

公表しているか 

３ ・ホームページ上にて

報告書を公表してい

る。トップページか

らの直接アクセスを

可能にしている。 

・外部への公表及び内

部共有を行ってい

る。 

 ・学校関係者評価報告  
 書 

 
 

9-34 （2/2） 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・教育課程編成委員会は毎年実施していたが、学校関係者評価委員会は、教

育手法の部分のみにとどまっていた。この反省を生かし、すでに学校関係者

評価委員の新しい委員の選定、交渉を進めている。学内でも学校関係者評価

委員会の実施のための委員会組織を立ち上げ準備している。 
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9-35 （1/1） 
9-35 教育情報の公開 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-35-1 教育情報

に関する情報公

開を積極的に行

っているか 

■学校の概要、教育内容、

教職員等教育情報を積極的

に公開しているか 
■学生、保護者、関連業界

等広く社会に公開するため

の方法で公開しているか 

４ ・文科省の情報公開ガイ

ドラインに沿ってホー

ムページにて教育情報

を公開している。 
 

・他校の公開状況を学ぶ

必要がある。 
・情報公開状況、頻度、

方法のチェック。 
・学校ＨＰ 
 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育情報の公開は一定の水準で実施できている。一方で、現状は学校内部で

管理できている状況であるが、外部の意見も積極的に取り入れ改善していき

たいと考える。 

特になし 
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基準１０ 社会貢献・地域貢献 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
・本校は、1993 年よりボランティア推進のモデル校と

なり、ボランティアをはじめ、様々な活動を通し積極

的な社会貢献、地域貢献に長年取り組んでいる。 
主な活動では、東京都障害者スポーツ大会支援、クリ

ーン大作戦、子育てひろば、新宿区子ども図書館おは

なし会、リアン文京夏祭り等のボランティア活動、子

ども向けのイベント「子どもフェス」を実施してきた。 
・また、学校掲示以外のボランティアでも報告、連絡、

相談により学生自身の活動を把握し、キャリアカード

へ記録している。 
・その他にも行事や企画に学校の教育資源を最大限に活

かし、地域交流など充実した活動をしている。教室貸

与を希望する企業に対しては、依頼を積極的に受け、

ニーズに合わせて準備し対応している。 
・本校の伝統でもあるこれらの活動を、コロナ禍におい

ても継続して取り組んでいくことが課題として挙げ

られる。 

・学科により、保育補助や社会人、主婦とい

った既卒生(高卒生以外)の割合が増え、社会

貢献・地域貢献、ボランティア等の取り組

みに対し、参加率に課題がある。仕事や家

事の都合のため、意欲はあるが一定の制約

がある学生に対し、柔軟的な対応が求めら

れてくる。 
・今後、学生の参加率を高めるために、継続

的に情報収集を行い、学生の実情にあった

活動の情報共有を行い、社会的意義のある

取り組みへのサポート体制を充実・確立さ

せていく。 
また、学生の取り組み内容を広報すること

で学校のブランディングにも活用する。 
・クラーク記念国際高等学校と連携し、保育

に関する学習機会を保障する。 

・日本列島クリーン大作戦 
・戸山公園との連携事業（子育て広場の代替として） 
・クラーク記念国際高等学校との連携事業 
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10-36 （1/2） 
10-36 社会貢献・地域貢献 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-36-1 学校の教

育資源を活用し

た社会貢献・地域

貢献を行ってい

るか 

■産・学・行政・地域等との

連携に関する方針・規程等を

整備しているか 

■企業や行政と連携した教

育プログラムの開発、共同研

究の実績はあるか 

■国の機関からの委託研究

及び雇用促進事業について

積極的に受託しているか 

■学校施設・設備等を地域・

関連業界等・卒業生等に開放

しているか 

■高等学校等が行うキャリ

ア教育等の授業実施に教員

等を派遣するなど積極的に

協力・支援しているか 

□学校の実習施設等を活用

し高等学校の職業教育等の

授業実施に協力・支援してい

るか 

□地域の受講者等を対象と

した「生涯学習講座」を開講

しているか 

■環境問題など重要な社会

問題の解決に貢献するため

の活動を行っているか 

■学生・教職員に対し、重要

な社会問題に対する問題意

識の醸成のための教育、研修

に取組んでいるか 

3 ・初年度の学生が保育現場を実際

に体験する活動である、「保育

現場での活動」の要綱を作成

し、連携法人と協定書を取り交

わしている。また、活動のプロ

グラムを企業・法人等の担当者

と協議し、実施回数や内容およ

びふり返り項目を検討し、実施

している。 

・キャリア教育の一環としてクラ

ーク記念国際高等学校との連

携、本校の見学および本校教員

による体験授業を行った。 

・東京都保育士等キャリアアップ

研修の指定研修実施機関とし

て認定を受け、研修を実施して

いる。 

・クリーン大作戦はコロナ禍のた

め実施を見合わせた。 

・学園本部が教職員の初任者研修

を実施。また、社会情勢に対し

て常に関心・意識を持てるよう

に教職員の評価項目にも掲げ

ている。 

・コロナ禍により社会

情勢に応じて、実施

方法や実施内容を

工夫し、感染対策を

十分に講じながら、

できる範囲で社会

貢献および地域貢

献を実施していく。 

 

・人数制限、時間配分

に留意し、クリーン

大作戦実施に向け

て、企画立案してい

く。 

・戸山公園との連携事

業を推進し、内容や

参加方法を検討し

ていく、 

・中学校・高等学校か

らの団体の学校見学

を再開し、積極的に

受け入れる。 

・ギビングツリー、藤

森先生と協同しな

がら、「見守る保育」

について広める取

り組みを図る。 

・学内の行事、イベン

トへ、地域の子ども

たちが参加できな

いか、方法を検討す

る。 

・保育士等キャ

リアアップ

研修カリキ

ュラム 

・イベント報告  

 書 

・文部科学省委

託事業成果

報告書 
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10-36 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-36-2 国際交流

に取組んでいる

か  

■海外の教育機関との国際

交流の推進に関する方針を

定めているか 

■海外の教育機関と教職員

の人事交流・共同研究等を行

っているか 

□海外の教育機関と留学生

の受入れ、派遣、研修の実施

など交流を行っているか 
□留学生の受入れのため、学
修成果、教育目標を明確化
し、体系的な教育課程の編成
に取組んでいるか 
■海外教育機関との人事交

流、研修の実施など、国際水

準の教育力の確保に向け取

組んでいるか 

■留学生の受入れを促進す

るために学校が行う教育課

程、教育内容・方法等につい

て国内外に積極的に情報発

信を行っているか 

３ ・コロナ禍のため、積極

的な国際交流事業は

実施しづらい現状で

ある。 
・留学生の受け入れは、

継続して行っている。 

・国際交流事業は、どの

程度実施可能か、社会

情勢を鑑みながら、模

索する。 
・留学生の入学後の支援

について、教職員間で

共通理解を図る。 

・オンラインの活用など

も視野に入れながら、

国際交流事業推進に

向けて、内容を検討す

る。 
・留学生一人一人の個別

支援計画の必要性に

ついて検討し、準備を

進める。 
 

・グローバル教育 
学生告知資料 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

専門学校の社会的立場をアピールするために様々な社会貢献活動を展開し

ている。関係省庁との連携、行政区との協力関係、外郭団体との情報共有、

地域社会への貢献、連携企業とのイベント開催や学生のより深い学びへの取

り組みを行っている。 
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10-37 （1/1） 
10-37 ボランティア活動 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-37-1 学生のボ

ランティア活動

を奨励し、具体的

な活動支援を行

っているか 

■ボランティア活動など

社会活動について、学校

として積極的に奨励して

いるか 
■活動の窓口の設置な

ど、組織的な支援体制を

整備しているか 
■ボランティアの活動実

績を把握しているか 
■ボランティアの活動結

果を学内で共有している

か 

４ ・本校はボランティア

推進校として、東京

都障害者スポーツ大

会支援、クリーン大

作戦で街の清掃、新

宿区子ども図書館お

話会等、様々なボラ

ンティア活動に学生

が参加している。各

学期の初めにボラン

ティア活動実績をキ

ャリアカードに記載

し、実習個人票、就

職のための履歴書に

も活用している。 
・令和 3 年度について

は、新型コロナ感染

症のためイベント自

体が中止のため、活

動を自粛した。 

・在校生の属性が、以

前の高校からの新卒

でなく、社会人・主

婦が増えている。家

庭の事情で、休日の

ボランティア参加が

難しい学生の比率が

増加しており、参加

学生の確保が難しく

なる可能性がある。 
・コロナ禍においても、

実施可能な方法はな

いか、ボランティア

活動の位置付を明確

にする必要がある。 

・感染対策に十分留意

しながら、実施可能

な範囲でボランティ

ア活動の企画立案、

実施可否の検討を行

う。 
 

・各ボランティアの告

知資料。 
・キャリアカード 
・活動状況報告書。 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校はボランティア活動の意義を踏まえ、創立以来ボランティア推進校の代

表として様々な活動に取り組んできている。 
コロナ禍においても、ボランティア活動の目的を明確にし、従来の精神を可

能な限り引き継いでいく。 
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4 令和３年度重点目標達成についての自己評価 

令和３年度重点目標 達成状況 今後の課題 
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① 学生募集（230 名）の達成 
教職員全体で取り組む体制の徹底 1)年次計画に沿った学校

説明会の実施 2)高校との連携強化（高校訪問・体験授業・

出張授業）3)IT を用いての事務の簡便化を推進（AO エント

リーや出願など）4）教職員全員の One ToOne の質を高める

5)SNS 周り（Twitter/Instagram/Youtube)活性化の継続 6）
DP「6 つの力」CP「デュアル教育」に紐づいた AP の確立  
                                                             

② デュアル教育（産学連携下の教育）のさらなる推進 1)2021
年度は 1 年次全クラス前期後期とも 6 週目、12 週目は産学

連携週として設置し保育・福祉現場で現場教育を受けるカ

リキュラムを設定。「現場力」を身に付けさせるための教育

として特化 2)「現場活動」「実習」に関する教学システム

のトライアル（三菱総研との共同研究継続）3)現場の意見

を取り入れ「現場実践基礎力」の評価表、「ステップバイス

テップ」の開発継続            
 

③総合子ども学科コース制での産学連携の実施（グローバル、児

童福祉、おもちゃ、保健・食育）         
 

④ 認定絵本士カリキュラムの実施                                                
 

⑤幅広い視野を持った学校として中国との連携の継続 ①乳幼

児研修（国内での実施）②中国での教科書の出版  
⑥入学希望者の学びの環境（心身の健康状態、経済状況）

を確認した上での入学促進  
                 
⑦授業欠席者の早期把握と対応の継続 
                                            
⑧学生同士の交流や関係性を促進維持するような企画の継

続・創案①新入生に対する野外活動 zoom 版の実施②「コ

ミュニケーション」の講義内ので交流③チャイルド祭の活

用         
                                                                                    
⑨教員の変形労働時間制の本格的運用                                                
 
⑩IT 活用で職員の事務量の削減の継続 1）サイボウズ 2）
Microsoft Teams 3）インフォクリッパー  
 ４）会議での紙の出力の廃止＊令和 2 年度実績（月間の

平均残業時間が 25 時間 35 分から 20 時間 11 分へ約 20％減

少）令和 3 年度は 20％を切るところを目指す。 
⑪「働き方改革委員会」の本格化 １）事務局内での BGM ２）

体系立てた設備改良や清掃３）コロナ後は職場内での懇親                                                                 
 

⑫教員のまとまった休みの確保の仕組みづくり（夏休み、春休み

中の実習期間内における）                                                                                
 

                                 
 
 
 

①入学者は 224 名となった。左に掲げた目標は 6）
以外は実施できた。特に 5）については SNS を用い

て学校の様子を多く発信できた。 
②1）については、全学科に導入ということで、混乱

もあったが実施できた。２）３）については進める

ことができなかった 
③コロナ化ではあったがそれぞれのコースで、適宜

外部講師や外部団体とつながり、特色を出すことが

できた 
④認定絵本士のカリキュラムの 1 年目を無事終える

ことができた。 
⑤コロナ化や中国の国内の教育に対する施策の変更

により、実施することができなかった。 
⑥学びの環境の確認はある程度できたが、学内関係

者への共有が徹底していなかった。 
⑦学生ポータルやチームスを用い、早期の把握を行

い、対応した。 
⑧コロナ対策をしながら、戸山公園オリエンテーリ

ングやビンゴ大会などの卒業イベントを実施した。 
⑨教員の変形労働時間制は定着した。 
⑩IT 活用はまだ十分ではないが、様々な工夫し授業

支援や情報共有ができた。残業時間も目標を達成し

た。 
⑪1）2）3）とも実施した。3）に関しては簡単な昼

食会であったので今後はさらに親睦を図りたい 
⑫実習期間の出校について、業務分担することで、

まとまった休みの確保を行った。 

〇保育業界の人材不足や質の保障が社会課題となる

中、本校ももっと保育の魅力を発信する必要がある。

現在の高校連携をさらに数、内容とも充実させ、高

校生に保育の楽しさを知ってもらう必要がある。

SNS を用いた発信については、土台作りはできたの

で、継続していく必要がある。 
〇デュアル教育については、ポストコロナを踏まえ

ながら、文科省委託事業で作成した標準カリキュラ

ム通りに実施に保育現場に行き、子どもとのかかわ

りを深める「保育現場での活動」を行う準備を整え

ていく。それに伴い、「保育現場での活動」を即時に

評価する ICT システムの「ステップバイステップ」

を用いた振り返りを行っていく。また「ステップバ

イステップ」を将来的には保育実習でも使用できる

ように開発を進めていく。 
〇コロナ禍で多くの行事やサークル活動を見合わせ

ることになったが、教育効果の上でも、ポストコロ

ナに合わせた行事運営やサークル運営を試行的に行

う。 
〇教職員の事務量を削減するのみでなく、教学マネ

ジメントを実現させるためにも、DX 推進が必要で

ある 
〇協働性の観点からも、ポストコロナにおける教職

員同士の親睦のあり方を考えたい。 
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